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執行役 人事統括部長

　E-Vision2030では、当社グループが2030年に向けて解決・改善に取り組む5つ
のマテリアリティ（重要課題）を設定しています。そのうちの１つが多様な社員の活躍
を促進するために「働きがい」と「働きやすさ」を追求することです。荏原が企業とし
て成長し続けるためには、人材を「資本」として捉え、その価値を最大限に引き出し、
グループ・グローバル全体での「人的資本経営」をさらに強化する必要があります。
さらなる成長に向け、グローバルの荏原グループ全社員のエンゲージメントを高める
人事施策を実施し、「競争し、挑戦する企業風土」を磨いてまいります。

人材ビジョン（E-Vision2030）
「競争し、挑戦する企業風土」を具現化する、多様な社員が働きがいと働きやすさを感じながら活躍できる
企業グループ
E-Plan2022の主要なKPIと進捗　

関連する 
マテリアリティ 主な施策・KPI 2022/12 

目標
2021/12 

実績 スコープ 2021/12
成果 今後の取り組み

グローバルでの持続的成長を実現するための基盤整備
役割等級制度をグローバルに拡大 100% 50%

グローバル

海外の荏原グループ会社従業員のうち50%
の従業員へ等級の導入を完了した。2022年
の全社への等級制度導入完了後は人材の
国・地域間の異動が活発になる事が期待され
る。そのためGMP (Global Mobility Policy) を
2021年中に制定し、海外赴任時の処遇をグ
ローバルで統一した

2021年から取り組んでいるタレントマネジメ
ントシステムの導入を完了し、基本人事情報
の他に等級・サクセッション・評価などの情
報を一元管理し、優秀な人材・有望な人材
が検索できるようになる。このために、統一
された評価制度の設計に着手する

評価制度をグローバルに拡大 2025年： 
100% 0%

サクセッションプログラム制度を
グローバルに拡大

2025年： 
100% 1%

全災害度数率（TRIR）の低減
（2023年まで）

2023年： 
0.80 3.09 国内連結

労働災害発生時に、従来の発生部門に加え、
労働安全コンサルタントによる事故原因の分
析・リスクアセスメントを実施し、全社展開す
ることで、同一・類似災害の発生の削減に取
り組んだ

労働災害発生ごとに詳細な情報と原因・対
策をタイムリーに共有し、他拠点で同様の災
害を防ぐための情報として活用。対策の実施
状況、有効性確認のためのモニタリングを実
施するための全社共通システムを構築する

競争し、挑戦する企業風土へ変革

平均総労働時間の削減 1,920
時間

2,037
時間

荏原単体

有給休暇取得率は5%程度向上。稼働日数
が昨年比+2日となり、多くの事業部で労働時
間が増加し、全社的にも増加

アウトプットの出るテレワーク、在宅勤務の拡
充、健康増進・ストレスマネジメント施策、有
給休暇取得推進策を企画・実施

女性基幹職*1比率向上による
多様性促進 6.8%*2 6.4%

外部研修への派遣、コロナ禍での子育て相談
会、評価制度研修などを実施
女性のエンパワーメント原則（WEPs）に署名

女性基幹職候補者数の拡大に向けた女性若
手社員の早期戦力化を図るための育成策の
実施

女性社員の入社率向上による
多様性促進 30% 15.9% コロナによる入国制限が続く状況の中でも、

一定の外国籍採用を維持。アルムナイ制度、
リファラル制度など多様な採用手法で女性・
外国籍人材の採用を推進

コロナ終息を見据え、多様な人材の獲得を加速
する採用手法の多様化と、導入済の職種別採用
の定着を推進する外国籍社員の入社率向上による

多様性促進 25% 5.4%

グローバルエンゲージメント
サーベイスコア向上 83 79 グローバル

経営層の発信を増やし、コミュニケーションの
向上に努めた。また、コロナ禍での働き方の
変化などにより経年比較で多数の項目が改善

各部単位でサーベイ結果を踏まえたアクショ
ンプランを策定し、改善に取り組む

人材育成への持続的な投資 
（一人当たりの研修費用）

46,795
円

41,799
円 荏原単体

次世代経営者育成などのリーダー育成研修
や選抜型研修は、コロナ禍においても可能な
限り対面で実施

対象者全員参加型の階層別研修を縮小し、
希望者に学習機会を提供していくことを強化
する

海外事業所の
グローバルキーポジション(GKP) 
現地社員比率の向上（2030年まで）

2030年： 
50% 22% グローバル

海外ローカル社員がGKPを担うために必要と
されるリーダーシップの素養を習得するため
に、国籍を問わずGKP候補の社員が同時に
受講できるグローバルリーダーシップ研修の
企画を行った

2021年に企画したグローバルリーダーシッ
プ研修に世界各国から将来のGKP候補を集
め研修を実現する。これにより海外の優秀な
人材の選抜・抜擢を行い、2030年に向け
ローカル社員のGKP人材プールを確保する

*1 基幹職：管理職に相当する従業員層　*2 2023年4月までに7%超、2025年4月までに8％超とする目標を掲げています。

人材を「資本」として捉え、その価値を最大限に引き出し、
グループ・グローバル全体で「人的資本経営」を強化していきます

 https://www.ebara.co.jp/sustainability/social/information/talent-management.html

参照　人事・人材開発方針

人的資本強化の戦略・施策
グローバルエンゲージメントサーベイ　
　2019年より国内外グループ会社全従業員を対象としたグ
ローバルエンゲージメントサーベイを実施し、従業員が会社や
仕事についてどのように考えているのかを調査しています。調
査結果を踏まえて全社・各部門でエンゲージメント向上のため
のアクションプランを策定・実施した結果、2019年から2021年
まで継続的に従業員の肯定的な回答が増加しています。経営
層からのビジョン発信継続や、新しい取り組みに挑戦する施策
の実施、1on1での対話促進などを通じ、事業の持続的な成長を
支える社員一人一人が会社の目指す方向性を理解・納得し、
その達成に向け意欲や能力を最大限に発揮できる環境をつくっ
ていくことを目指しています。

EBARA New Workstyle

　荏原グループでは「社員が生き生きと働けるように働き方を
変え、会社と社員が共に成長する環境を目指す」という方針の
下、EBARA New Workstyle（ENW）の検討を進めています。
ENWでは、働き方が大きく変化し、多様化する現代において、よ
り社員の「働きやすさ」を向上・促進する施策を検討・導入し
ています。「働く場所と時間の選択肢の拡大」の施策として、在
宅勤務制度をアフターコロナでも継続して利用可能な制度に
整備すると同時に、外部サテライトオフィスとの提携、旅行先で
勤務可能とするワーケーションの導入、フレックスタイム制度や
週休3日制度の検討等を進めています。また、働き方の多様化
に伴う「コミュニケーションの活性化」の施策として、社員同士
で感謝の言葉を贈り合う「ありがとうカード」などの社内コミュ
ニケーションツールの拡充、何でも相談できる「世話役」の設

置等を進めています。これらの施策を通じて、社員が生き生き
と、柔軟に働くことのできる職場環境づくりを目指していきます。

海外グループ会社を含めた人材マネジメントの強化
　荏原がグローバルでさらに成長し勝ち抜いていくために、海
外グループ会社の現地社員の活躍が求められています。当社で
はグローバルに関連するミッションを担ったポジションをグロー
バルキーポジション(GKP)と定め、このGKPを担える現地人材
を発掘し育成することが重要だと考えています。
　当社は2019年 12月期から“One EBARA HR”プロジェクトと
して、グループ全体で人材の能力を共通のスケール（ものさし）
で測るために、等級制度の導入をしています。2021年 12月期に
は海外の荏原グループの約50%の会社への等級の導入を完了
しました。さらに2022年には全ての海外グループ会社への等
級の導入を目標にプロジェクトを推進していきます。等級導入
が完了すれば、優秀な人材・有望な人材による国・地域間の異
動が活発化します。そのため、グローバルモビリティポリシー
(GMP)を2021年 11月に制定し、海外赴任時の処遇をグローバ
ルで統一しました。これにより全世界で処遇の差が生じない公
平な仕組みが完成し、異動の決定から着任までスピーディーに
異動配置を行えるようになりました。
　人材が可視化された次のステップとして、将来的に海外グ
ループのGKPを担える人材を発掘し体系的に育成するため、グ
ループ共通の研修プログラムを2022年から実施することにな
りました。本研修を通じて、人事の重要施策の一つであるGKP

の海外現地社員比率50%達成のため、プロアクティブにモニタ
リングし育成を促進していきます。

Shamon Jacob

　荏原グループの人事にとって、社員を中心とした人事の活動とグローバル事業との連携は大きな課題であ
り、何十年もこの課題に注力できていませんでした。私たちは社員中心のアプローチの重要性を理解し、グ
ローバルタレントマネジメント、定期的なエンゲージメントサーベイ、グローバル評価、グローバルグレーディ
ング、グローバルモビリティポリシーなどの重点分野を特定しました。One EBARA HRを導入し、その中で9
つの重点分野を特定することで、これらの課題に確実に取り組むことができます。
　One EBARA HRは、社員を主体とした人材育成のためのワンストップショップのようなもので、この取り組
みによって私たちは必ずやグローバルカンパニーへと変貌を遂げられると思っています。EBARA MACHINERY 

INDIA (EMI)はOne EBARA HRの取り組みをとてもポジティブに受け止めており、付加価値の向上、コミュニケーションの改善、社員の経営へ
の参画をもたらし、社員のやる気の向上、優秀な人材の確保、そしてもちろん荏原ブランドのイメージアップにつながるものと考えています。
One EBARA HRの取り組みによって、多くの社員がグローバルキーポジションに就き、より優秀な人材として育ってくれることを期待しています。

One EBARA HRへの期待

　

General Manager, HR & General Affairs, Information Technology
EBARA MACHINERY INDIA4

価値創造の基盤

人材戦略
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価値創造の基盤

人材戦略

ダイバーシティ＆インクルージョン
　荏原グループは、長期ビジョンE-Vision2030の中で「競争し、
挑戦する企業風土を具現化する、多様な社員が働きがいと働
きやすさを感じて、活躍できる企業グループとする」ことを掲げ
ています。性別や国籍などの目に見える違いだけではなく、経
験や職種など目に見えない違いまでインクルージョンを行うこ
とが、企業の成長だけでなく、社員それぞれの成長にも必要不
可欠と考え、2022年 1月にダイバーシティプロジェクトを発足し
ました。社長直轄のプロジェクトで、メンバーは公募し、第一期
は20名でスタートしました。

ダイバーシティの未来
　ダイバーシティプロジェクトでは、多様な人材の知と知（人と
人）がつながることで、様々なイノベーションを起こせる世界の実
現を目指しています。変化が激しく、正解のないビジネス環境に
柔軟に対応して成果を出せる人材を、「増やす」「見つける」「育
てる」「つなぐ」ことで、イノベーションを起こしたい。そのため
に重要なのは、一人一人の経験や考え方、専攻、職歴などの目
に見えない違い、つまりタスクダイバーシティです。タスクダイバー
シティの考え方では、誰もが主役です。多様性に富んだ人材が
多いほど、組織の知の多様性が高まり、新しいイノベーションを
起こすきっかけになります。
　タスクダイバーシティを進めるために、2022年3月に全社員
を対象にしたダイバーシティサーベイを実施しました。社員の
経験や思いを知り、それを基に一人一人の選択肢が増えるよう
に、データドリブンで活動を行っています。

心理的安全性
　ダイバーシティサーベイの結果を基に、第一弾として心理的
安全性に対する方針を掲げました。一つ目は、上司や部下と
いった上下関係を連想する言葉を使わないことです。立場に関
係なく、チームやメンバーといったフラットな関係性を理想的と
考えている人が多いことが分かり、理想的な言葉を使うことが
フラットな組織への第一歩と考えました。もう一つは、オンライ
ンミーティングでのカメラオンと相手に対して反応を示すという
ことです。サーベイの結果から、カメラオフでの参加や、ほとん
ど発言しない人も一定数いることが分かりました。お互いに安
心して話せる環境をつくることで心理的安全性につながります。

採用活動
　タスクダイバーシティを推進するために、ダイバーシティプロ
ジェクトでは採用活動を行っています。仕事内容を紹介する動
画にプロジェクトメンバーが中心となって出演し、内製して公開
しました。学生向けの企業説明会にもプロジェクトメンバーが

登壇し、ダイバーシティを表現した企業PRを行いました。また、
新卒採用一次面接で取り入れた録画面接では、プロジェクトメ
ンバーが質問を読み上げました。就職活動中の学生への温か
い応援メッセージで「熱と誠」を表現し、オンライン面接と比較
して不足しがちな学生の動機付けにつなげる試みです。これら
の活動を通して思いを持ったメンバーが直接語りかけること
で、競争心、挑戦心を持った人材に荏原で働くことに魅力を感
じてもらうことを目指しています。

リーダー創出塾
　未来のダイバーシティをけん引する人材を育てるために、
リーダー創出塾という研修をスタートしました。人材開発部と
ダイバーシティプロジェクトで協力し、これまで別々に実施して
いたスキル系の研修を、計6日間セットの研修に刷新しました。
挑戦する人材のやる気と能力開発を後押しするとともに、ダイ
バーシティ人材がつながる場にもなっています。

AI縁結びナビゲーションアプリ「Aill goen」の導入
　社員一人一人のウェルビーイング向上が、企業の活性化や
エンゲージメント向上に結びつくと考え、同じ志をもつ荏原合
同労働組合と共に縁結びナビゲーションアプリ「Aill goen」を
導入しました。本アプリは信頼できる企業に所属する独身社員
専用で、社外の良縁とコミュニケーションをAIがアシストします。
ワークもライフも充実させたい人の選択肢が増えることを期待
しています。

　今後もタスクダイバーシティ推進のため、サーベイの結果に
基づいて、アンコンシャスバイアス研修や化学反応が起こるよう
な場の提供などを行っていきます。

録画面接で応援メッセージを伝えるダイバーシティプロジェクトのメンバー

新型コロナウイルス感染症への対応
　荏原グループは、社会・産業インフラを担う企業としての社
会的責任を果たすべく、ステークホルダーの健康と安全を最優
先に考え、新型コロナウイルス感染症の発症を予防し、感染拡
大を防ぐため、当社4事業所（羽田、藤沢、富津、袖ケ浦）にお
いて新型コロナワクチンの職域接種を実施しました。荏原グ
ループの社員及び構内協力会社の社員とその家族、サプライ
ヤーに対して延べ13,000名、22,500回の接種を行いました。

 また、海外拠点を含め、現地の感染状況及び社員の感染状
況を、新型コロナウイルス感染対策本部へ週次で報告し、必要
な措置を実施しています。
　今後も社員の健康と安全を最優先に、感染症対策の徹底に
努めると同時に、健康経営施策に取り組んでいきます。

職域接種の様子

障がい者の活躍促進
　当社は2012年に特例子会社「荏原アーネスト」を設立し、
障がい者の社会参加の場の創出や活躍を推進しています。こ
れまで荏原アーネストでは、障がい者の法定雇用率遵守を主眼
として、補助的な業務に限定した事業を行ってきましたが、社員
の能力や可能性を十分に活かせていないという課題を抱えて
いました。そこで、当社グループ事業の業務プロセスに、より入
り込んだ部品組み立てやアノテーション*などの製造サポート
事業を強化しています。また、荏原製作所の新規事業推進チー
ムとのコラボレーションによる新規事業もスタートさせ、活動の
幅を大きく広げています。社員の能力や可能性を最大限に活か
し、ダイバーシティ＆インクルージョンの実現に向けて、これから
も新たな取り組みに積極的に挑戦していきます。
*画像をAI（人口知能）に学習させる教師データ作成

電動ドライバーを用い、電気部品を取り付ける部品組み立て作業

ピープルアナリティクスの取り組み
　2020年にHR tech プロジェクトを立ち上げ、自社開発した
ピープルアナリティクス技術により、全社視点の経営上の観点か
ら、人事領域における施策について、データドリブンで客観的か
つ科学的に意思決定を行っています。人事組織内にはデータサ
イエンティスト/データエンジニアといった IT人材が所属してお
り、専門的なDXの技術を使うだけでなく、施策担当の人事も知
恵を出しながら、共に分析の結果を基に行動しています。
　例えば採用分野については、当社の成長に必要となる多様
な人材の採用モデルを作り、データドリブンで採用を行いまし
た。従来の採用では、スクリーニングの精度や面接官による評
価のバイアスがあり、人材要件に従って公平に評価したつもり
でも、結果的に偏った採用になってしまいがちでした。しかし、
ピープルアナリティクスを駆使することで、当社にとって必要な

人物をいろいろな角度から見られるようになり、多様性に富む
人材を採用できるようになりました。現在は採用にとどまらず、
労務など他の人事領域においてもピープルアナリティクスの活
用に取り組んでいます。
　他にも、スムーズなピープルアナリティクスのため、データ基
盤の整備、業務に必要なデータベースの設計、問題の見える
化、業務標準化、業務無人化を行いながら、総合的な人事領域
の組織・業務のデザインをしています。業務のデザインをしてい
くことで、効率化、問題箇所の特定が容易になるだけでなく、人
材戦略に多くの付加価値を生み出すことも可能になってきまし
た。これからもピープルアナリティクスを通して、データドリブン
で意思決定ができるよう推進していきます。
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　当社は、事業・研究開発・知的財産の三位一体経営（BRDIP*1）および事業・学
会・工業団体の三位一体活動（ABA*2）を掲げて、独自の方法で研究開発と知的財産
の強化を図っています。研究開発については、中長期視野の研究ロードマップを軸に
事業との戦略的な連携を強化すると共に、新規事業の創出や将来の差別化につなが
る技術開発に向けてリサーチ活動や調査研究にも力を入れています。さらに、博士号
取得補助や事業部門とのローテーション制度を設ける等、将来を担う研究人材の育
成にも取り組んでいます。知的財産については、知財と非知財の情報を調査・分析し
て、新事業探索や製品戦略、研究戦略の策定に活かす取り組みを推進しています。
*1.  BRDIP（ブルディップ）：Business, R&D and Intellectual Propertyを統合した荏原独自の標語
*2. ABA（アバ）：Academy, Business and Associationsを意味する荏原独自の標語

　2021年より本格的に着手したxR技術を用いた装置メンテナンストレーニング技術は、同年に実用可能なレベルとしました。2022年は、精
密・電子事業の主力製品であるCMP装置（F-REX300X型）を対象として、CADモデルを利用したVR空間（メタバース）内での操作や分解・組
立手順のトレーニングプログラムを作成しています。さらに、その状況を動画記録した電子マニュアルを作成しています。

　競争力強化を目的としたビジネ
ス領域でのAIの活用が広まってお
り、荏原グループにおいても、長期
ビジョンE-Vision2030で掲げられ
た新規事業創出や事業変革を目
指したAIの利活用が進められてい
ます。
　AIの活用のために必要なことは、
業務担当者がAI自体を深く理解す
ることですが、最も重要なことはAI
を用いて何を実現したいのか、解
決すべき課題は何かを発想するこ
とです。その際、社内外の専門家に任せるだけでなく、日々 業務課題に直面している担当者自身が発想することが効果的です。このような人材を
育成するため、スキルに応じて4段階に分け、スキルレベルに合わせたカリキュラムを実施しています。同時に、自身の担当業務に応用しやすく
汎用的なAIスキルを習得することにより、各事業領域でのアイディア創出につなげています。
　現在はカリキュラム受講生自らが考案したAIによる事業変革のアイディアが多数提案され、AIの専門家であるデータサイエンティストも参画し、実
現可能性の検討を行っています。さらには、AI領域において高度な知識を有する人材の採用や、外部ベンダーとの協業も積極的に実施しています。
　このように、AIに関する概要の理解から事業への応用、事業変革をリードできる人材までの育成を進めています。

　スマートグラスやタブレッ
ト等を用いて現場とオフィス
を接続し、双方からマーカー
等をＡＲ（拡張現実）として画
面に描画して指示を行う技
術は、すでに社内の様々な
現場で活用しています。
　2022年からは、ＡＩによる
作業支援技術構築に着手し
ました。熟練作業者の指導をAIに学習させることによって、スマートグラス装着
者の周辺状況、および作業状況をＡＩが認識し、都度適切な情報を作業者へ提
示することにより作業品質の高度化、および均一化を図っています。
　こうした取り組みを多種多様な荏原製品のサービス&サポートに展開するた
め、AIエンジンの自社開発を行っています。現在は、村瀬と田辺が基本的なAI
エンジン開発を習得し、教師画像を用いたAI学習、および実機操作盤への適用
を推進しています。

研究開発・知的財産ビジョン（E-Vision2030）
長期的視野に立った戦略的な活動をさらに進化・発展させ、事業を通じて社会・環境課題の解決に貢献する
E-Plan2022の主要なKPIと進捗　

関連する
マテリアリティ 主な施策・KPI 2022/12

目標
2021/12

実績
2021/12

成果 今後の取り組み

開発力強化

重要技術分野における研究ロード
マップ（RM）の策定と、それに沿った
中長期的研究テーマの実施

E-Plan2022
目標に対する
進捗率：100%

E-Plan2022
目標に対する
進捗率：70%

流体、材料、機械要素・振動・音響、微小
界面、数値解析、化学、分析分野のアク
ションプラン（AP）に沿った施策を開始

昨年より策定を開始した熱、電動機、CMP
研磨、CMP洗浄分野のRMとAPを完成さ
せ、APに沿った施策を開始する

新たなニーズ、シーズの追求

新技術／新事業につながる
研究テーマの提案と実施

新規事業領域 
テーマの
継続的提案

新分野の研究開
発および社外連
携などを活用し
た新技術の探索
とテーマ化検討

MI*を使った材料開発に着手し各種新合金
の開発にトライすると共に、xRを活用した遠
隔作業支援やトレーニング手法を開発して
実現場での実用化を推進中。また技術トレ
ンドをベースにした注目技術の調査や、大
学などと連携した新技術のテーマ化検討
*マテリアルズインフォマティクス

MIやxRなどの先端研究を推進するととも
に、CO2削減をより強く意識した研究テー
マ立案につながるリサーチ活動の実施

製品ごとに市場動向・技術動向を
踏まえた出願権利化活動を推進

主要製品に
ついて100%

2021年 12月期 
の目標達成

2020年に引き続き、対象の製品を選定
し、知財戦略を策定。また、2020年に策定
した戦略に基づいた知財活動を展開し、
一部については戦略の見直しを実施

知財戦略の対象製品を拡大し、知財戦略
の評価と更新を実施することで主要製品
の競争優位性のさらなる向上に取り組む

曽布川 拓司
執行役 技術・研究開発・知的財産統括部長
兼 精密・電子事業カンパニー技術統括部長

知的財産の取り組み
•  重点製品の競争優位性を高めるため、製品ごとに市場動向・技術動
向を踏まえた出願権利化活動を推進しています。

•  当社の契約方針を策定し、方針に沿った契約ひな形を整備して国
内外グループ会社へ展開し、運用を推進しています。

•  荏原の「知財プロアクティブ活動」では、他社の特許戦略や技術動向
及び商標活動などを総合的に判断し、経営・事業判断・IRに資する情
報として発信・提案しています。この活動は、新事業の探索や立ち上げ、
研究開発方針の決定に貢献しています。こうした知財戦略の人材を育
成するために、知財アナリスト認定講座への参加も推進しています。

村瀬 太郎
荏原製作所
技術・研究開発・知的財産
統括部
戦略技術研究部
xR技術推進PJT

田辺 凱太
荏原製作所
技術・研究開発・知的財産
統括部
戦略技術研究部
xR技術推進PJT

xR 技術の活用と人材育成

AIの活用と人材育成

ｘＲ技術＋ＡＩによる現場支援技術構築、およびＡＩエンジニアの育成

ｘＲ技術を用いた装置メンテナンストレーニング

企業価値向上につながる研究開発の取り組み事例　
　事業に必要な最新技術の研究と人材育成を戦略的に行いながら、事業への展開・実装を進めています。

知財プロアクティブ活動のフロー

テーマ選定

予備調査

仮説/課題

報告/提言調査・分析

企業や技術の動向予想特許文献

取り得る個別の事業/
開発の方向性

一般文献

技術提供先の候補選定

AI人材育成イメージ

上級者
未知の事業領域に
おいても、AIを利
用し課題発見から
解決までリードで
きる、高度なAIス
キルを有する人材未経験者

初級者
AIの概要を理解
し、データや統
計の基本的な知
識を有する人材

中級者
既知の事業領域
に お いて、AIを
利用し課題解決
できる人材

菊池 景介
荏原製作所
マーケティング統括部
データサイエンス課

事業との戦略的な連携を強化しながら
将来の差別化につながる技術開発に取り組んでいきます

実機操作盤の読み取りの様子

参照　荏原の技術  https://www.ebara.co.jp/technology/technology-top.html

価値創造の基盤

研究開発・
知的財産戦略

1

2

51       荏原グループ　統合報告書　2022 荏原グループ　統合報告書 　2022      52



小和瀬 浩之
執行役　情報通信統括部長

経営・事業・IT 部門の三位一体でのDX 推進により、
企業価値向上に取り組んでいます

価値創造の基盤

DX 戦略

　DXへの取り組みに悩んでいる企業の話を耳にする機会が増えましたが、DXが
うまくいっていないとすれば、デジタル（D）が大きくなり過ぎているのではないで
しょうか。重要なのは、経営戦略や事業戦略に基づいてトランスフォーメーション
（X）を進めることです。　　
　荏原では、経営～事業部門～ IT部門が三位一体となって全社を挙げて積極的
にDXを推進し、続 と々成果が出てきています。この結果、経済産業省・東京証券
取引所・独立行政法人情報処理推進機構が選定する「DX注目企業2022」に初
選定されました。今後もDXによる企業価値のさらなる向上に努めてまいります。

DXの取り組み
　荏原グループはインターナショナル経営から
グローバル一体経営への変革を実現します。

グローバル経営情報の 
見える化
経営情報の

一元化と 
透明性の向上

グローバル経営
レベルでのPDCA
サイクルの実現

グループ内の
KPIの 

容易な比較

グループの 
グローバル業務標準化

グループ内の
ベストプラクティスの

迅速な展開

適材・適所で
人材を活用

シェアードサービス
センター・BPOへの

容易な移行

柔軟性／汎用性／
拡張性のある情報システム

事業の急激な
変化やM&Aに

迅速に対応

外部のベスト
プラクティスを 

容易に導入

新たな仕組みの 
開発・運営コストの

大幅削減

グローバル 
一体経営

DX ビジョン（E-Vision2030）
DXの推進による、製品やサービス、ビジネスモデルの改革とS&S強化を実現する
E-Plan2022の主要なKPIと進捗

関連する
マテリアリティ 主な施策・KPI 2022/12

目標
2021/12

実績
2021/12

成果 今後の取り組み

グローバル一体経営の実現

ERPを軸としたシステムを
グローバルに展開（2024年まで）

最適パイロット
施設を決定し、
先行導入する

海外 1社3月に
本稼働

国内 1社 5月に
本稼働

グローバル標準に向けた業務改革のた
めの業務標準テンプレートの完成

業務標準テンプレートを活用して、パイ
ロット施設を拡大し、2024年 12月期の
完全導入に向けて取り組む

グローバル ITインフラ統合化件数 100% 66%

グローバル拠点（海外拠点21、国内拠点
14）に対しセキュリティ対策、統合認証
対応のインフラ整備を実施

統合化の遅れている中国拠点に対し、セ
キュリティ対策などの重要施策を推進し
さらなる荏原グループのインフラ統合化
を図る

グローバル共通システムの拡大 100% 64%
引き続き業務フローの見直しを進め、自
動化を行うことで業務効率化を推進

グローバル共通システムの導入によりIT
ガバナンスを強化し、荏原グループの一
体化を図る

社内 ITツールの増進 100% 74%
ロボット稼働 100体/年を目標とし順調
に推移。2021年時点で223ロボットが
稼働し業務効率化に貢献

引き続き業務フローの見直しを進め、自
動化を行うことで業務効率化を推進

ドライ真空ポンプの自動化工場　自動化設備の効率を最大化する社内システムの構築1
　2021年に本格量産を開始した自動化工場V7棟では、これまで
人の手で行っていた生産を自動化しました。V7棟内では数十台
のロボットをはじめ、多くの自動化設備が稼働しています。これら
自動化設備を効率よく稼働させるため、受注から出荷までの情報
をシームレスに連携できるよう、社内システムを刷新しました。
　受注情報をERPシステム経由でPSIシステムに送り込み、この
情報を基に、AIが自動で生産計画を立案します。自動化設備を

稼働させるための各種指示情報と生産計画を、生産着手のタイ
ミングに合わせて自動化設備に送ります。RF-ID・PLC・生産設
備の着完情報や品質情報、設備稼働情報などの実績情報を自
動で収集し、データベースに蓄積するIoTシステムも構築しまし
た。蓄積した情報はBIツールでの見える化等の施策により、
PDCAサイクルを迅速に回す事によって、品質向上や生産性向上
に活用しています。

事業におけるDXの活用

荏原環境プラントでのごみ処理施設向けAI・ロボットの導入2
ごみ識別AI搭載の自動クレーンシステム
　廃棄物処理プラントでは、ごみ収集車等により回収されたご
みは、ごみピット（以下、ピット）内へ貯留されます。ピットでは、燃
焼の安定化を図るため、運転員が目視でごみの性状を認識し、
ごみクレーンを操作してごみの性状を均一化させる撹拌などの
作業を行っています。この作業を運転員の技量に頼らず行うた
めに、ごみ識別AIを搭載した自動クレーンシステムを開発しまし
た。本システムは、カメラで捉えたピット内の画像から、AIでごみ
の撹拌状態等を識別し、高度制御装置でクレーン操作の判断を
行い、自動運転するものです。多種多様なごみの識別だけでな
く、ごみ袋の破れ具合までも見極めることができ、従来は困難で
あった「燃焼に適したごみを識別して焼却炉に投入する」ことや、
「特殊ごみ（大量に炉に投入すると機器や燃焼に悪影響を及ぼ
すごみ）を識別し適切に対処する」ことが可能となりました。
　本システムの導入施設
を増やすとともに、AIの適
用範囲をさらに広げ、より
高度な廃棄物処理サービ
スの提供を目指します。

小型走行型水管厚さ連続測定ロボット
　廃棄物処理プラントでは、排熱回収用ボイラ水管の腐食摩耗等
の経年劣化を正確に把握するため、定期的にボイラ水管の厚さ測
定を行っています。従来は測定員がボイラ内部に入り測れる箇所だ
け水管の外側から測定するか、内側から測定する場合はボイラ水管
の一部を切断する等、大掛かりな準備作業が必要でした。今回開
発したロボットは、点検口から挿入したロボットが測定対象のボイラ
水管まで走行移動した後、水管に水管の厚みを測るセンサを挿入
して、内側から自動で連続測定します。これにより、効率的かつ高精
度の測定ができ、より正確なボイラ水管の寿命予測が可能となりま
した。今後、本ロボットを活用した高度な測定作業を拡大し、より安
心安全な施設運営の実現と、取得データを用いた高精度な寿命予
測診断等の点検サービスを行っていきます。

分析・見える化

実績指示

BIツール

RF-ID RF-ID加工設備 組立設備

実績 実績
指示 指示

ERP　統合基幹システム

APS　生産管理スケジューラ

PSI　生販管理システム

MES　製造実行システム

CRM　顧客管理システム販売層

計画層

実行層

制御層

1

2

4

物流設備

ごみクレーン操作室から見たごみピット 小型走行型水管厚さ連続測定ロボットとラボ試験装置
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中山 亨
執行役 法務・総務・内部統制・リスク管理統括部長

　異常気象など気候変動による悪影響を最小限に抑えるために、2021年に英国ス
コットランドのグラスゴーで開催されたCOP26で「産業革命前からの気温上昇を
『1.5度』に抑える努力を追求する」が合意されました。日本においても、政府は
2021年10月に地球温暖化対策計画を改定して2050年にカーボンニュートラル(温
室効果ガスの排出と吸収でネットゼロを意味する概念 )を目指すことを宣言し、また
2030年CO2排出量削減目標をそれまでの△26％から△46％に引き上げています。
　当社グループにおいて、温室効果ガスの排出削減を含む環境問題への取り組み
は、高度なESG経営の実践の中核をなす重要なテーマと位置付けています。2050

年カーボンニュートラルを当社グループとして目指すために、2021年3月以降のサ
ステナビリティ委員会において毎回議論を重ねてまいりました。そして、2022年 1

月に私がプロジェクトオーナーとなって「カーボンニュートラルプロジェクト」を発
足させ、カーボンニュートラルを達成するための課題整理に着手しました。スコー
プ1～3にわたって当社グループ全体の現状調査を行い、カーボンニュートラルに
向けた中長期的な方針と施策を事業部門と調整し、推進体制を整備していきます。
　グループ内拠点における環境負荷低減については、環境目標2030の実現に向
けて、CO2・水・資源循環の観点での環境マネジメントを実践しています。そして、環
境マネジメント体制として、国内外全ての製造・メンテナンス拠点で、ISO14001認
証の取得に取り組んでいます。
　また、「当社製品の使用段階において発生するCO2を2030年に約 1億トン削減
する」ことをE-vision2030で掲げており、事業を通じた社会の脱炭素化に貢献し
ていきます。

https://www.ebara.co.jp/sustainability/environment/information/environmental-policy.html

https://www.ebara.co.jp/sustainability/environment/information/environmental-management.html

参照　荏原グループ環境方針

参照　環境マネジメント

社会および環境の変化に対応しつつ
事業の成長と社会の脱炭素化への貢献の両立を目指します

カーボンニュートラルプロジェクト
　2022年 1月に発足した「カーボンニュートラルプロジェクト」
では、2050年カーボンニュートラル実現に向け、「自社の活動
によるGHG排出削減（スコープ１、２）」、「スコープ１、２以外の
自社のサプライチェーンにわたるＧＨＧ排出削減（スコープ３）」
「GHGの吸収、除去」の検討を進めています。
　スコープ１、２については、まずグループ全体の排出実態を把
握した上で、設備の省エネ化、業務プロセス改善、自社太陽光
発電設置、低GHG排出係数電力の調達など、幅広く削減施策
を検討しています。スコープ３については、サプライチェーン全
体を通した施策を検討しています。そのうち排出量の大きいカ

テゴリー11（製品・サービスをお客様が使用する際に排出する
GHG排出量）においては、製品の効率化・省エネ化を進めて
GHG排出を抑制するほか、GHGの分解に貢献する製品による
ネットゼロも目指します。
　またGHGの吸収・除去では、資源循環・海洋汚染防止・CO2

削減に寄与する「廃プラスチックのケミカルリサイクル」技術の
商用化実現、水素・アンモニアといった次世代燃料への取り組
み、CCUSの活動強化など、地球温暖化防止に寄与する活動に
も取り組んでいきます。

低CO2電力調達の拡大
　荏原グループでは、国内の各社各事業拠点の需要電力のほ
ぼ 100％を、ごみ発電由来の低CO2電力の小売事業を手掛け
るグループ会社の荏原環境プラントからの電力によって賄って

います。今後は太陽光発電設備の拡充も進め、当社グループの
エネルギー消費の大半を占める電力においてCO2排出をさら
に削減できるよう取り組んでいきます。

海外グループ会社における環境マネジメントの徹底
　E-Vision2030で掲げた「環境マネジメントの徹底」の一環と
して、製造工場及びメンテナンス工場を有するグループ会社に
おけるISO14001認証取得を進めています。2022年5月時点で
ISO14001認証を取得している会社数は、国内グループで8社、
海外グループで24社 です。
　2021年 12月期は、Ebara (Thailand) Limited及びEbara 

Pumps Malaysia Sdn. Bhd. でISO14001認証を取得しました。
2022年は5月までに5社が取得しており、2024年までに、製造
工場及びメンテナンス工場を有する全てのグループ会社で

ISO14001認証取得を完了する予定です。
　グループ各社で環境マネジメントシステムに基づくPDCAサ
イクルを回すことで、環境目標2030で掲げた目標をはじめとす
る環境パフォーマンスの改善及び環境法令遵守を徹底してい
きます。

参照　ISO14001登録の状況

https://www.ebara.co.jp/sustainability/environment/information/__icsFiles/
a�eld�le/2022/07/28/ISO14001_ jp_20220601_r1.pdf

価値創造の基盤

環境に対する
取り組み

環境目標2030の進捗
2030年の成果目標 2021/12実績 2021/12成果 今後の取り組み

CO2、スコープ1+2排出量を
2018年比で26%削減
※△26％は2020年の目標策定当初のも
の。現在、2050カーボンニュートラル達
成からバックキャストした目標を見直し中

2018年度比でグループ合計
11%減となり、2030年に向け
た12年間の3年目として目標
以上を達成

設備の省エネ運転、低CO2

電力調達拡大、太陽光発電
設備導入

•工業炉、受変電設備などエネルギー多消費設
備の時宜を得た更新

•燃料の電化及び低CO2電力の調達の拡大
•太陽光発電設備の導入拡大
•カーボンプライシングの利活用

水使用原単位の継続的な改善 2021年売上高原単位
0.180km3/億円となり、前年
より改善

超純水製造における水再
使用や漏水対策

•漏水対策及び工業用水の循環利用の推進

再資源化率95%以上の維持
(国内 )

国内97.1％となり、目標以上
を達成

廃棄物分別徹底による再利
用可能量の見える化推進

•廃棄物分別の徹底及び処理委託先の見直し
による再資源化率の向上
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今後の対応
　他の事業についても、対面市場ごとに気候関連シナリオ分析を行い、気候関連のリスク・機会による財務インパクトの試算、対
応策の検討を行います。

戦略：気候関連リスク・機会の抽出と評価の概要

リスク項目 重要度
評価

主なリスク・
機会 リスク 機会

中分類 小分類

移行リスク

政策／
規制 炭素価格、各国の炭素排出目標・政策 大 •GHG排出に炭素価格がかかる。

•当社主要生産拠点でGHG排出規制がかかる。 ●

業界／
市場

顧客企業・行
政・市場の変化

オイル＆ガス市場
向け事業 大 •石油、ガス、アンモニアの需要動向が売上高や営業利

益に影響を与える。 ● ●

半導体製造市場
向け事業 中

•半導体需要増加に伴い、PFCガス削減需要が高まる。
•EV、FCVの普及や、スマート技術・スマート社会の進
展などにより、半導体需要が伸びる。

●

物理リスク 急性 異常気象の激甚化 大 •豪雨や台風により、当社主要生産拠点やサプライヤー
が被災することにより生産の停止が起きる。 ●

https://www.ebara.co.jp/sustainability/think/information/tcfd.html#sus2022_1詳細

戦略：気候関連リスク・機会が財務計画に及ぼす影響と対応策の概要

対面市場 気温シナリオ 事業環境のシナリオ（概要） 対応策（概要）

オイル＆
ガス市場

4℃
シナリオ

リスク
•オイル&ガス市場向けのポンプ、コンプレッサ、タービンを生産している
拠点が、豪雨や台風、ハリケーンにより操業停止に陥ると、最大約40億
~60億円規模の損害を被ると予想しています。 •BCMの維持改善

•化学市場向け製品の競争力強化策
•CCUS/CCSや水素・アンモニア発電技術
の進展に応える製品、水素の製造や貯
蔵技術、地熱や太陽熱発電向けの製
品、水素液化プラントや水素供給パイプ
ライン向けコンプレッサの開発

•全社水素関連事業プロジェクトを発足
　　　　　　　　　　　　　　　など

機会
•オイル＆ガスセクターの市場縮小の傾向がみられ、関連製品の売上高減
少が現れる一方、石油化学品の市場は継続して拡大し、関連製品の売
上高は増加すると予想しています。

1.5℃
シナリオ

リスク •売上高減少は約50億～100億円規模になると予想しています。

機会
•低炭素技術への移行が進んだり、オイル＆ガス市場が次世代エネル
ギー市場へと進化したりしていくことにより、CCUS/CCSや水素、アンモ
ニア市場関連の製品への期待が高まると予想しています。

半導体
製造市場

4℃
シナリオ

リスク

•半導体製造市場向けの装置、コンポーネントを生産している拠点が、
豪雨や台風の被害を受け、操業停止に陥ると、最大で約 50億～70
億円規模の損害を被ると予想しています。

•災害によりサプライチェーンが途絶する可能性があると予想しました。
•BCMの維持改善
•生産拠点の増強
•高性能な排ガス処理装置のラインアップ
を強化

•EUV露光装置向け排気システム市場へ
の参入

•国際的研究機関との共同開発や次世代
製品の開発、最先端技術への対応
　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　   など

機会 •低炭素／脱炭素のトレンドは現状と大きく変わらないと予想しています。
•気候変動適応分野での半導体需要が増加すると予想しました。

1.5℃
シナリオ

リスク •豪雨や台風、ハリケーンによる当社やサプライヤーの被災リスクを予想
しています。

機会

•低炭素・脱炭素社会の実現を含め、半導体を利用した先端技術がより
一層進化するのに伴い、省エネルギーで高品質な半導体の製造を可能
にする半導体製造装置の需要が拡大すると予想しています。

•脱炭素社会を志向し、再生可能エネルギー、次世代エネルギー、スマー
トシティが普及すると予想しています。

•省エネ・高性能半導体の需要が一層拡大すると予想しています。
•市場の伸びと対応策の実施により、現在の想定営業利益よりも200億
～300億円規模の伸びが期待できると予想しています。

https://www.ebara.co.jp/sustainability/think/information/__icsFiles/a�eld�le/2022/07/15/tcfd_6_r1_1.pdf詳細

TCFD提言に基づく情報開示
　地球環境は、人類や地球に生息するあらゆる生物、生態系の基盤であり、企業活動は健全な地球環境なくして継続できません。
　荏原グループでは、気候変動は世界が直面している重大な課題であると認識し、2019年にTCFDを支持する署名を行い、2021年
に提言に則して情報を開示しました。
　2021年の開示後、COP26をはじめとする、気候関連の世界の動きやステークホルダーとの
対話でいただいたご意見などを踏まえ、開示情報を更新しました。

https://www.ebara.co.jp/sustainability/think/information/tcfd.html#gov

参照　気候変動対応ガバナンス

https://www.ebara.co.jp/sustainability/think/information/tcfd.html

参照　TCFD提言による情報開示

ガバナンス
　気候関連の課題は、取締役会による監督、サステナビリティ
委員会による執行の体制で取り組んでいます。2021年に開催
したサステナビリティ委員会は、毎回、環境関連の議題を掲げ、
カーボンニュートラルや環境マネジメントに関する当社の取り
組み方針を検討しました。2050年カーボンニュートラルを当
社グループとして目指すために、2022年 1月にカーボンニュー
トラルプロジェクトを発足させ、カーボンニュートラルを達成す
るための課題整理に着手しました。
　取締役会は、サステナビリティ委員会の報告を受け、執行側
の状況を把握することで、監督機能を果たしています。
　取締役会として、特に「環境」と「社会」について監督の状
況をさらに高めていく必要があるという認識の下、2022年よ
り取締役会においてESG、サステナビリティの議題を定期的に
議論することにしました。その重要テーマの１つとして気候関連
リスク・機会に対する取り組みを掲げています。執行側の対応
の具体化と推進に向けた議論を行い、サステナビリティ委員会
にフィードバックする仕組みとしています。
　TCFD提言に基づく2022年の気候関連リスク・機会に関する

情報は、取締役会がサステナビリティ委員会から開示案の報告
を受け、取締役会において内容を確認した上で開示するプロセ
スとしました。

戦略
　2021年にTCFD提言に基づいて、全事業包括的に情報開示
を行った後、投資家の皆様等との対話の中で、当社グループの
オイル＆ガス市場向け事業の気候関連リスクに対する分析の深
掘りを期待するご意見をいただきました。
　当社グループのオイル＆ガス市場向け事業は、ポンプ、コンプ
レッサ、タービンを中心に現在はLNG（液化天然ガス）関連施設
やダウンストリーム領域（石油精製、石油化学品製造など）を主
な市場としています。気候関連の要因で市場がどう変化し、当
社の事業にどのような影響を及ぼし得るのかを検討しました。
　一方、半導体製造市場向けの事業は、気候関連の機会・リス
クをより精緻に分析することによって、GHG排出量の削減を含む
日本のSociety5.0の取り組みや、電気自動車の普及、脱炭素を
実現するための様々な製品や技術開発など、気候関連の機会の

拡大に対する戦略をよりレジリエントにしたいと考えました。
　オイル＆ガス市場向け事業、半導体製造市場向け事業に焦
点を絞り、それぞれの市場向け事業が気温上昇4℃シナリオ、
1.5℃シナリオでどのような影響を受けるのかを分析し、2022年
の更新情報として公開しました。
　2021年に開示した全事業包括的な気候関連シナリオ分析で
は、2030年を長期と設定して行いました。今回焦点を絞った２つ
の市場向け事業の気候関連リスク・機会の分析では、パリ協定や
日本政府がターゲットとしている2050年を長期と設定しました。
　財務への影響を試算し、2050年からのバックキャストで当社
グループのE-Vision2030「2030年のありたい姿」に向けた戦
略を検討し、開示情報を更新しました。

　https://www.ebara.co.jp/sustainability/think/information/tcfd.html#sus2022_1

参照　戦略

リスク管理・指標と目標
当社ウェブサイトをご覧ください。　 https://www.ebara.co.jp/sustainability/think/information/tcfd.html#sus2022_4参照

報告レビュー

審議・報告

サステナビリティ
委員会

•中～長期的視点
•サステナビリティ課題の

 共有と対応方針の設定
• ESGに関するKPIの進捗

 確認とレビュー

カーボンニュートラルプロジェクト
オーナー：環境マネジメント担当役員

2050年カーボンニュートラルに向けた、当社グループ全体の
 現状調査、施策・体制の立案と実施

リスクマネジメント
パネル

短～中期的な
リスク対応

経営会議

経営計画委員会
経営課題に

対する行動計画の
進捗管理

代表執行役社長 （議長/委員長）

気候関連ガバナンスの体制図
取締役会

価値創造の基盤

気候変動に対する
取り組み
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価値創造の基盤

社会に対する
取り組み

https://www.ebara.co.jp/sustainability/social/information/respect.html

参照　荏原グループ人権方針

サプライヤーなどとの価値協創
調達方針
　当社グループ調達方針は、サプライヤーなど（製品材料、資材、
役務の調達先）とのパートナーシップにより、価値の高い製品・
サービスをつくり上げることで互いの価値も高めることを目指し
ています。サプライヤーなどには「荏原CSR調達ガイドライン」へ
の理解と協力をお願いしています。

E-Plan2022の主要施策
CSR調達強化の取り組み
　荏原グループでは以前よりグローバルレベルで取り組んでき
たCSR調達活動をさらに強化すべく、2022年国内外主要取引
先に向け、アンケート調査を実施しています。重要なパートナー
である取引先の皆様と共にCSR調達の重要性を再認識し、適
正な調達の推進に努めてまいります。

サプライチェーンレジリエンス強化
　新型コロナウイルスの蔓延やウクライナ情勢に代表されるサプ
ライチェーンを取り巻く急激な環境変化に対応するため、荏原グ
ループ全体で事業横断のホットラインを設置し、様々な部品・材

料等の入手困難な場合や物流コスト等の急激な価格高騰に対し
て、グループ全体で連携して対応する体制を構築しました。製品
の安定供給に加え、サプライチェーンへの影響をいち早く共有し、
価格競争力の強化にも取り組み、グループ一丸となりさらなる
成長を目指します。

サプライヤーとのエコシステム構築
　新型コロナウイルス対策として、対策本部を設置し、サプライ
チェーンへの影響を確認してきましたが、パートナーである取引先
についても調査を実施し、影響があった取引先に対しては、協働
で対応にあたり、おおむね通常の事業活動を継続しています。ま
た取引先との共存共栄、さらなる関係性の深化を目的として、取
引先の提案を表彰する仕組みづくりを検討しています。

E-Vision2030の目標とE-Plan2022の戦略

E-Vision2030の目標
重要課題1、2、4（「持続可能な社会づくりへの貢献」、「進化する豊かな生活づくりへの貢献」、「人材の活躍促進」）の解決

株主・投資家との対話
　当社グループは、株主・投資家の皆様との長期的な信頼関
係の構築を経営の最重要事項の一つと位置付けています。投
資判断に必要な企業情報を適切に提供するとともに、建設的
対話を通じて企業価値向上に資するIR活動を実践し、信頼関
係の継続的な深化に努めます。

人権の尊重
　荏原グループはステークホルダーの人権と多様性を尊重することを「CSR方針」に明示し、実践しています。国連グローバル・コ
ンパクトに賛同、署名しているとともに、国際人権章典、国際労働機関（ILO）の「労働における基本的原則および権利に関するILO

宣言」、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」を尊重します。

荏原グループ人権方針
　 荏原グループは、世界人権宣言が規定する「すべての人間
は、生まれながらにして尊厳と権利とについて平等である」社
会の実現に向けて、荏原グループCSR方針に掲げる「人権と多
様性を尊重する」を実践するために、「荏原グループ人権方針」
を定め、社内外に公表しています。3つの基本方針とともに、そ
れを実践していくための対応方針を定めています。荏原グルー
プ人権方針は、ILOの「労働における基本的原則及び権利に関
する宣言」と国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」を尊重
しています。

荏原グループ人権委員会
　人権方針に則した人権マネジメントの仕組みを継続的に改善
することを目的として設置しています。事業活動を通じて関わる
ステークホルダーの人権を護り、尊重することは経営戦略の一
部と捉え、当社グループの経営戦略を担当する執行役が委員
長、リスク管理担当の執行役と人事担当の執行役が副委員長と
して委員会を運営しています 。
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全てのステークホルダーの人権課題

取締役会

サステナビリティ委員会

荏原グループ人権委員会
委員長：グループ経営戦略担当の役員

副委員長：リスク管理担当の役員、人事担当の役員

人権に関する体制

ステークホルダーの皆様と価値を協創し、
「社会とのつながり」を深めていきます

E-Plan2022の戦略　
事業の継続的な成長のため、社会とのつながりを強化する
　荏原グループは高い倫理観を持って事業を行い、大切なステークホルダーの皆様と信頼関係を築くことを「CSR方針」に
掲げています。社会・産業・くらしにおいて、様々なステークホルダーと価値を協創し、事業活動によって安全、安心な製品・
サービスを届けることにより、社会価値の創造と提供を行っていきます。また、事業活動にあたっては、地域社会発展への寄
与や人権尊重等、社会とのつながりを強く意識していきます。

https://www.ebara.co.jp/sustainability/think/information/stakeholders.html参照　ステークホルダーとの対話

https://www.ebara.co.jp/sustainability/social/information/supply-chain.html

参照　調達方針・荏原CSR調達ガイドライン詳細

　2021年は、定例人権委員会を2月と8月に開催しました。12

月に開催されたサステナビリティ委員会と取締役会に人権委員
会の活動を報告しました。

人権に関する救済
　国内グループ会社においては、コンプライアンス相談窓口が
人権を含む苦情を受け付け、対応しています。海外グループ会
社にもホットラインを設置し、人権を含む苦情を受け付け、対応
しています。社外からの相談は、当社ウェブサイトのお問い合わ
せ窓口で受け付けています。2022年6月改正公益通報者保護
法施行にあたり、人権に関する苦情や相談を受け付けた場合に
は、コンプライアンス相談窓口が当該法に則って対応します。

今後の取り組み
　従業員とサプライヤーの人権デューディリジェンスを継続して行
うことにより、E-Vision2030のマテリアリティの一つである人材の
活躍促進の基礎を強固にします。また、サプライヤーや取引先と
寄り添い、共に成長を続けられるバリューチェーンを築いていき
ます。https://www.ebara.co.jp/ir/business/information/ir-basic-policy.html参照　IR基本方針

E-Plan2022の主要施策と2021年の成果

外部との対話

企業活動と人権をテーマに、特定非営利活動法人
ウォーターエイドジャパン（以下WAJ）と人権委員
会との対話を行いました。水問題を抱える途上国
に、きれいな水を届ける志は、当社グループが
E-Vision2030の成果目標に掲げている「世界で
６億人に水を届ける」と相通じています。WAJ様と
の対話を通じ、水問題が人権と大きく関わること
や、途上国での水インフラ整備について多くの示唆
をいただくことができました。人権に関する外部と
の対話は継続していきます。
＜これまでの外部との対話実績＞
・2020年：機関投資家との対話

人権リスクを把握

人権アセスメントチェックシートにより、人権委員会
委員の業務所掌における人権課題の認識を確認
しました。2019年から行っており、部門が認識して
いる人権課題に対しての変化はありませんでした。

人権デューディ
リジェンス
（人権DD）の
改善を図る

従業員
に対する
人権DD

人事部門が国内外荏原グループ従業員を対象に
行っている、グローバルエンゲージメントサーベイ
を利用した人権デューディリジェンスを2019年から
行っています。2021年までの経年変化を会社ごと
にモニタリングしてきました。その結果、「グローバ
ル調査において問題の無い水準」に3年間達して
いない組織を特定することができました。特定した
組織には、人権委員会から組織代表者に対して人
権アクションプランの策定を依頼しました。アクショ
ンプランの進捗と成果をモニタリングしていきます。

サプライヤー
に対する
人権DD

調達部門が国内外のサプライヤーを対象とした
CSR調達アンケートに2022年に着手しました。人
権に関する調査結果は人権委員会に共有すること
としています。
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企業価値向上及び
コーポレート・ガバナンス体制の
さらなる強化に最大限尽力していきます

Q1

最初に取締役会議長就任にあたって
コメントをお願いします。

　私は2018年に荏原製作所の社外取締役及び指名委員
会委員に就任し、2019年から指名委員会委員長、2020年
から加えて筆頭社外取締役も務め、2022年3月に取締役
会議長に就任しました。
　当社では2019年に初めて社外取締役の宇田左近氏が
取締役会議長に就任しましたが、今回社外取締役の私が
取締役会議長を受け継いだことで引き続き客観的な視点
も取り入れた取締役会の議題設定と取締役会での議論の
活性化ができると考えています。

 これからは取締役会議長として、今まで企業経営者とし
て培ってきた知見、経験も活かして当社の企業価値向上及
びコーポレート・ガバナンス体制のさらなる強化に最大限
尽力してまいります。
　私は2018年に指名委員会委員に就任して約１年間、浅見
社長選任の最終年度の選考プロセスに深く関わりましたが、
指名委員会でまず初めに荏原に必要なリーダー像をしっか
り決めてそれにふさわしい人を選んでいくというやり方は独
立性、透明性のある承継プランだったと思っています。
　一つ印象に残っていることは、一貫して当時の指名委員
会委員３人だけで選定の進捗確認、面談等を進めていくの
で、ある時私が「本件は社長に何も報告・相談しなくてい
いのか？」と聞くと、他の２人の委員が「社長に相談すると
社長の好きな人、社長が退任後影響力を残せる人を選ぶ
リスクがあるので、一切相談する必要なし」と明快に答えた
ことです。
　浅見社長が選任されて３年経ち「G to V(Governance to 

Value)」が実現されつつある当社の現在の状況を見ると、
浅見社長選任を行った当社の社長承継プランのプロセス
は正しかったのだ、と改めて確信しています。

Q2

荏原製作所のこれまでのガバナンス改革への
取り組みをどのように評価されていますか。

　荏原製作所は、2000年代頃に著しい収益悪化、コンプ
ライアンス問題等によりガバナンス不全に陥って企業存亡
の危機に幾度も直面した苦い経験があります。2007年に
矢後夏之助氏が社長に就任すると、その教訓を生かすべく
「ガバナンスが機能しなければ当社は滅びる」という強い
危機感を経営陣が共有し、ガバナンス改革を次々に断行し
てきました。
　2008年に初めて社外取締役２名が就任したのを皮切り
に社外取締役の人数を徐々に増やし、現在は取締役 10名
中社外取締役が7名を占めています。
　また、監督と執行を明確に分離するべく2015年に指名
委員会等設置会社に移行、2019年には執行を兼務する取
締役は社長 1名のみの体制になりました。
　さらに、2019年には公正性、透明性の確保、株主の視点
に立った議題設定、および取締役会の活性化を目指し、社
外取締役が取締役会議長に就任しました。2021年には指
名、報酬、監査の３委員会の委員長を全て独立社外取締役
が務める体制となりました。
　当社の取締役会を含めたガバナンス体制は日本では最
先端レベルにある、との自負と自信を胸に、常にスピード
感を持ってガバナンス改革の道を走り続けてきました。こ
れからもより実効性の高い取締役会及びガバナンス体制
の実現を目指して、さらに変革、進化を続けていきます。

Q3

大枝議長が荏原製作所の社外取締役に
就任されて4 年経ちますが、荏原製作所に対する
率直な印象を教えてください。

　私が2018年に当社の社外取締役に就任して驚いたこと
が二つあります。
　一つは、社外取締役だけで毎月取締役会の数日前に行
われる社外取締役会議に私が初めて参加した時、社外取
締役の皆さんが遠慮せず自由闊達に意見を述べ、健全に
かつ激しく議論することに驚きました。会社をよくしようと
思って十分準備してきた上で、客観的な外部の目線で質問
し納得するまで議論するという良き伝統は今でも脈 と々受
け継がれています。この会議で社外取締役の議題内容へ
の理解が深まることにより取締役会の議論の質が向上し、
取締役会の実効性が確実に高まっています。さらに社外取
締役会議で議案を説明する担当の執行役も社外取締役の
意見に刺激を受け、議論を通じて鍛えられ、そして経営者
として成長するという副次的な効果も出ています。
　二つ目は、上場している政策保有株式について当社は
早期に全て売却の方針を決めて実行した結果、現時点で
はゼロに圧縮していることです。
　当社のような歴史、伝統のある企業は株式を保有した過
去の経緯等もいろいろあって売却のスピードが遅くなりが
ちですが、スパッと割り切って計画的に政策保有株式を全
て売却したことは素晴らしいことで、私は当社の改革してい
く強い力を感じています。

Q4

これから議長としてどのように
取り組んでいきますか。

　2022年は当社にとって2025年までの3年間の中期経
営計画E-Plan2025を策定する大切な年です。中長期的経
営課題を検討することは取締役会の重要なミッションであ
り、E-Plan2025の策定に主体的に関与するとともに、
E-Plan2025の実行局面では執行を後押しする役割も果た
していきます。
　また、当社はE-Vision2030の経営戦略で「高度なESG経
営の実践」を掲げており、これまではサステナビリティ委員
会が中心となって検討し必要な施策を実行してきましたが、
今年から取締役会においてもESG、サステナビリティの議題
を定期的に議論することにしました。具体的にはESGのS（社
会）のサプライチェーンにおける人権デューデリジェンス、ダ
イバーシティ＆インクルージョンやE（環境）のカーボンニュー
トラルプロジェクト、TCFD提言に基づく情報開示等について
取締役会で取り上げて議論したいと考えています。
　もう一つのガバナンス改革の取り組みとして、当社の指
名委員会等設置会社への移行と同時に、2015年から取締
役会の実効性評価を開始し、その後毎年行っています。各
取締役への質問票の回答と個別インタビュー結果を取りま
とめて取締役会に報告し議論しています。
　当社は2021年に「コーポレート・ガバナンスに関する基
本方針」を改定し、その中で当社が取締役に求める役割
や資質要件を属性（社外取締役等）、ポジション（取締役会
議長、委員会委員長等）ごとに明記しました。今後はこれ
を取締役会、各委員会、および取締役個人の活動の重要
な指針として活用していきます。私は取締役会議長として
取締役会及び各取締役の実効性評価を主導し、取締役会
のPDCAサイクルを回すべくリーダーシップを発揮していく
所存です。

大枝  宏之
独立社外取締役
取締役会議長
指名委員会委員

価値創造の基盤

取締役会議長メッセージ
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　当社は、取締役会がその役割・責務を実効的に果たすため、
事業経営に関わるそれぞれの分野について、社内外を問わず
十分な知識と経験を有する人材で構成される必要があると考え
ています。そのために、まず当社は基本方針において取締役に
求める役割・資質要件を属性や役職ごとに明確に定め、その上
で、会社経営の観点から当社にとって重要と考えられる知識・
経験を「法務、リスク管理」、「人事・人材開発」、「財務・会計、
資本政策」、「監査」、「企業経営、経営戦略」、「技術研究開
発・イノベーション」、「環境」、「社会」、「内部統制・ガバナン
ス」の分野と定義し、その複数の分野において十分な知識・経
験を有することを取締役個人に求めています。指名委員会は、
当社の定める資質要件を満たし、かつ上述の複数の分野にお
ける知識・経験を有していることを確認の上、取締役候補者を
選定しています。2022年12月期に選任された取締役の構成は、
取締役総数 10名中7名が独立社外取締役で、その内3名が女
性となっており、取締役会が引き続き高い独立性と多様性を備
えた構成となっています。

*1. 上記一覧表は、取締役の有する全ての知見を表すものではありません。
*2.  橋本正博氏は、2021年3月26日開催の取締役会終結の時をもって報酬委員を退任しましたので、同日以前に開催した報酬委員会への出席状況を記載しています。
*3.  西山潤子氏は、2021年3月26日開催の取締役会終結の時をもって監査委員を退任しましたので、同日以前に開催した監査委員会への出席状況を記載しています。
また、同取締役会において新たに報酬委員会委員に選任され、就任しましたので、同日以降に開催した報酬委員会への出席状況を記載しています。

*4.  北山久恵、長峰明彦の両氏は、2021年3月26日開催の第 156期定時株主総会及び同日開催の取締役会において新たに取締役及び監査委員会委員に選任され、
就任しましたので、同日以降に開催した取締役会及び委員会等への出席状況を記載しています。

コーポレート・ガバナンス体制一覧表 （2022年3月29日現在）

形態 指名委員会等設置会社

取締役会の議長 社外取締役

取締役の人数 10名

　うち社外取締役の人数 7名

独立役員の人数 7名

取締役の任期 1年

  取締役は過半数を独立社外取締役とし、業務執行取締
役を最小限にする
  指名・報酬・監査委員会の委員は非業務執行取締役の
みで構成し、うち過半数を独立社外取締役とし、委員長
は独立社外取締役とする
  取締役会議長は独立社外取締役とする
  取締役会はジェンダー、在任年数等多様性に配慮した構
成とする
  取締役に求める役割・資質要件を属性や役職（社外取締
役、議長、筆頭社外取締役等）ごとに定義

基本方針

https://www.ebara.co.jp/ir/stock/shareholdersmeeting/__icsFiles/
a�eld�le/2022/03/03/6361_157r.pdf

https://www.ebara.co.jp/ir/governance/information/__icsFiles/a�eld�le/2021/09/15/2021
0914EBARACGBasicPolicy_1.pdf

参照　個々の取締役の選任理由の詳細は、株主総会招集通知における選任議案の説明に
　　　おいて開示・説明しています。「第 157期定時株主総会招集ご通知」

参照　コーポレート・ガバナンスに関する基本方針

三委員会の構成
指名委員会 報酬委員会 監査委員会

委員 3名 3名 3名

　社外取締役 2名 3名 2名

　社内取締役 1名 0名 1名

取締役の在任年数構成比女性取締役比率

非業務執行の取締役比率社外取締役比率

7年目以上
2名

5~6年目
2名

3~4年目
3名

1~2年目
3名

女性  3名

男性  7名

執行役を兼任する取締役
1名

執行役を兼任しない
取締役　9名
（うち社外取締役7名）

社内取締役
3名

社外取締役
7名

70% 90%

30%

取締役の在任年数構成比女性取締役比率

非業務執行の取締役比率社外取締役比率

7年目以上
2名

5~6年目
2名

3~4年目
3名

1~2年目
3名

女性  3名

男性  7名

執行役を兼任する取締役
1名

執行役を兼任しない
取締役　9名
（うち社外取締役7名）

社内取締役
3名

社外取締役
7名

70% 90%

30%

取締役の在任年数構成比女性取締役比率

非業務執行の取締役比率社外取締役比率

7年目以上
2名

5~6年目
2名

3~4年目
3名

1~2年目
3名

女性  3名

男性  7名

執行役を兼任する取締役
1名

執行役を兼任しない
取締役　9名
（うち社外取締役7名）

社内取締役
3名

社外取締役
7名

70% 90%

30%

社外取締役比率 非業務執行の取締役比率 女性取締役比率 取締役の在任年数構成比

価値創造の基盤

取締役会の構成

取締役会の概要（2022年3月29日現在）

氏名 属性
就任委員 在任年数

2021年 12月期における取締役会・委員会への 
出席状況（出席回数／開催回数） 当社が取締役（非業務執行取締役）に特に期待する分野*1

取締役会 指名委員会 報酬委員会 監査委員会 法務
リスク管理

人事・
人材開発

財務・会計
資本政策 監査 企業経営

経営戦略

技術研究 
開発・イノ
ベーション

環境 社会 内部統制・
ガバナンス

前田 東一 取締役会長
指名委員会委員

非執行

指名委員
10年
9か月

15回／ 15回 14回／ 14回

浅見 正男 取締役
代表執行役社長

3年 15回／ 15回 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

澤部  肇
独立社外取締役
筆頭社外取締役
指名委員会委員長

社 外  

独立役員

指名委員

6年
9か月

15回／ 15回 2022年3月
就任 9回／9回

大枝 宏之
独立社外取締役
取締役会議長
指名委員会委員

社 外  

独立役員

指名委員

4年 15回／ 15回 14回／ 14回

橋本 正博 独立社外取締役
監査委員会委員長

社 外  

独立役員

監査委員

4年 15回／ 15回 2回／2回*2 20回／20回

西山 潤子 独立社外取締役
報酬委員会委員

社 外  

独立役員

報酬委員

3年 15回／ 15回 7回／7回*3 4回／4回*3

藤本 美枝 独立社外取締役
報酬委員会委員長

社 外  

独立役員

報酬委員

2年 14回／ 15回 9回／9回

北山 久恵 独立社外取締役
監査委員会委員

社 外  

独立役員

監査委員

1年 11回／ 11回*4 16回／ 16回*4

長峰 明彦 取締役
監査委員会委員

非執行

監査委員
1年 11回／ 11回*4 16回／ 16回*4

新任

島村 琢哉
独立社外取締役
報酬委員会委員

社 外  

独立役員

報酬委員

̶ 2022年3月
就任

2022年3月
就任

社 外  社外取締役

非執行  社内非業務執行取締役

独立役員  証券取引所届出独立役員

指名委員  指名委員会委員

報酬委員  報酬委員会委員

監査委員  監査委員会委員
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価値創造の基盤

取締役
（2022年3月29日現在）

橋本 正博 ●
監査委員会委員長

長峰 明彦
監査委員会委員

大枝 宏之 ●
取締役会議長
指名委員会委員

藤本 美枝 ●
報酬委員会委員長

前田 東一
取締役会長
指名委員会委員

浅見 正男
代表執行役社長

澤部 肇 ●
筆頭社外取締役
指名委員会委員長

北山 久恵 ●
監査委員会委員

西山 潤子●
報酬委員会委員

島村 琢哉 ●
報酬委員会委員

● 独立社外取締役
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1981年 4月 当社入社
2007年 4月 当社執行役員
2010年 4月 当社常務執行役員
2011年 4月 当社風水力機械カンパニーカスタムポンプ事業統括
2011年 6月 当社取締役
2012年 4月 当社風水力機械カンパニープレジデント
2013年 4月 当社代表取締役社長
2015年 6月 当社代表執行役社長
2019年 3月  当社取締役会長（現在）  

当社指名委員会委員（現在）

前田 東一
取締役会長
指名委員会委員

所有する当社株式数
30,604株

1972年 4月 株式会社大和銀行（現 株式会社りそな銀行）入行
1998年 11月 ダイワプルダニア銀行（インドネシア）社長
1999年 7月 株式会社大和銀行国際部長
2001年 6月  大日本スクリーン製造株式会社  

（現 株式会社SCREENホールディングス）  
常務取締役、財務本部長

2004年 6月 同社専務取締役
2005年 6月  同社代表取締役､取締役社長、最高執行責任者（COO）
2014年 4月 同社取締役副会長
2015年 6月 同社相談役（非常勤）
2016年 4月 熊本県産業振興顧問（現在）
2018年 3月  当社取締役（現在）  

当社監査委員会委員
2019年 3月 当社報酬委員会委員
2021年 3月 当社監査委員会委員長（現在）

橋本 正博
独立社外取締役
監査委員会委員長

所有する当社株式数
1,820株　

1993年 4月  弁護士登録（現在）  
新東京総合法律事務所入所

2009年 6月 株式会社クラレ社外監査役
2015年 4月 TMI総合法律事務所入所（現在）
2015年 6月 生化学工業株式会社社外監査役（現在）
2016年 6月  株式会社東京放送ホールディングス 

（現 株式会社TBSホールディングス）社外監査役  
（株式会社TBSテレビ 監査役）（現在）

2019年 3月 株式会社クラレ社外取締役
2020年 3月  当社取締役（現在）  

当社報酬委員会委員
2022年 3月 当社報酬委員会委員長（現在）

藤本 美枝
独立社外取締役
報酬委員会委員長

所有する当社株式数
1,220株　

1986年 4月 当社入社
2010年 4月 当社執行役員
2011年 4月 当社精密・電子事業カンパニー営業統括部長
2014年 4月 当社常務執行役員
2015年 6月 当社執行役常務
2016年 4月 当社精密・電子事業カンパニープレジデント
2019年 3月  当社取締役（現在）  

当社代表執行役社長（現在）

浅見 正男
取締役
代表執行役社長

所有する当社株式数　
26,440株　

1979年 4月 ライオン油脂株式会社（現 ライオン株式会社）入社
2006年 3月 同社購買本部製品部長
2007年 3月 同社生産本部第2生産管理部製品購買担当部長
2009年 1月 同社研究開発本部包装技術研究所長
2014年 1月 同社CSR推進部長
2015年 3月 同社常勤監査役
2019年 3月  同社顧問  

当社取締役（現在）  
当社監査委員会委員

2019年 6月 株式会社ジャックス社外取締役（現在）
2020年 6月 戸田建設株式会社社外監査役（現在）
2021年 3月 当社報酬委員会委員（現在）

西山 潤子
独立社外取締役
報酬委員会委員

所有する当社株式数
1,520株　

1982年 10月 監査法人朝日会計社（現 有限責任あずさ監査法人）入社
1986年 3月 公認会計士登録（現在）
1999年 5月 朝日監査法人（現 有限責任あずさ監査法人）パートナー
2013年 7月 有限責任あずさ監査法人常務執行理事
2019年 6月 日本公認会計士協会近畿会会長（現在）
2019年 7月  日本公認会計士協会副会長（現在） 

有限責任あずさ監査法人専務役員
2020年 6月 株式会社椿本チエイン社外取締役（現在）
2020年 7月 北山公認会計士事務所開所（現在）
2021年 3月  当社取締役（現在） 

当社監査委員会委員（現在）

北山 久恵
独立社外取締役
監査委員会委員

所有する当社株式数
720株　　

1980年 4月 旭硝子株式会社（現 ＡＧＣ株式会社）入社
2009年 1月 同社執行役員 化学品カンパニー企画・管理室長
2010年 1月 同社執行役員 化学品カンパニープレジデント
2013年 1月 同社常務執行役員、電子カンパニープレジデント
2015年 1月 同社社長執行役員ＣＥＯ
2015年 3月  同社代表取締、社長執行役員ＣＥＯ
2021年 1月  同社代表取締役会長
2021年 3月  同社取締役会長（現在）
2022年 3月 当社取締役（現在）
  当社報酬委員会委員（現在）

1982年 4月 株式会社荏原電産入社
2006年 6月 同社取締役
2010年 7月 当社入社、財務・管理統括部審査室長
2014年 4月 当社経理財務統括部長
2015年 4月 当社執行役員
2015年 6月  当社執行役 

当社経理財務・連結経営・内部統制担当
2021年 3月  当社取締役（現在） 

当社監査委員会委員（現在）

島村 琢哉
独立社外取締役
報酬委員会委員

所有する当社株式数
0株　　

長峰 明彦
取締役
監査委員会委員

所有する当社株式数
13,335株

1964年 4月 東京電気化学工業株式会社（現 TDK株式会社）入社
1996年 6月 同社取締役、記録デバイス事業本部長
1998年 6月 同社代表取締役社長
2006年 6月 同社代表取締役会長
2008年 3月 旭硝子株式会社（現 AGC株式会社）社外取締役
2008年 6月  帝人株式会社社外取締役  

野村證券株式会社社外取締役
2009年 6月 野村ホールディングス株式会社社外取締役
2011年 3月 株式会社日本経済新聞社社外監査役
2011年 6月 TDK株式会社取締役 取締役会議長
2011年 10月 早稲田大学評議員
2012年 4月 一般社団法人日本能率協会理事
2012年 6月 TDK株式会社相談役
2014年 7月 早稲田大学評議員会副会長
2015年 6月  株式会社ジャパンディスプレイ社外取締役  

当社取締役（現在）  
当社報酬委員会委員

2018年 7月 早稲田大学評議員会会長（現在）
2019年 4月  一般社団法人価値創造フォーラム21 幹事会付顧問（現在）
2020年 3月 当社報酬委員会委員長
2021年 6月 株式会社テレビ東京ホールディングス社外取締役（現在）
2022年 3月 当社筆頭社外取締役（現在）
  当社指名委員会委員長（現在）

澤部 肇
独立社外取締役
筆頭社外取締役
指名委員会委員長

所有する当社株式数
1,820株　

1980年 4月  日清製粉株式会社（現 株式会社日清製粉グループ本社）入社
2009年 6月 株式会社日清製粉グループ本社取締役
2011年 4月 同社取締役社長
2015年 4月 国立大学法人一橋大学経営協議会委員
2017年 4月 株式会社日清製粉グループ本社取締役相談役
2017年 6月  同社特別顧問（現在）  

株式会社製粉会館取締役社長（現在）
2017年 12月 日本ユネスコ国内委員会委員
2018年 3月  当社取締役（現在）  

当社指名委員会委員
2018年 6月 積水化学工業株式会社社外取締役（現在）
2019年 3月 当社指名委員会委員長
2019年 6月 公益財団法人一橋大学後援会理事長（現在）
2020年 3月 当社筆頭社外取締役
2020年 12月 日本ユネスコ国内委員会副会長（現在）
2022年 3月 当社取締役会議長（現在）
  当社指名委員会委員（現在）

大枝 宏之
独立社外取締役
取締役会議長
指名委員会委員

所有する当社株式数
1,820株　

価値創造の基盤

取締役の略歴
（2022年3月29日現在）
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株主総会

執行組織

　荏原グループは、「創業の精神」、「企業理念」、「荏原グルー
プCSR方針」から構成される「荏原らしさ」を当社グループのア
イデンティティ／共有すべき価値観として定め、この「荏原らしさ」
のもと、持続的な事業発展を通じて企業価値を向上させ、その成
果を株主をはじめとする様々なステークホルダーと分かち合うこ
とを経営上最も重要な事項と位置付け、その実現のために、常に
最良のコーポレート・ガバナンスを追求し、その充実に継続的に

取り組んでいます。　
　そうした考えのもと、当社は、機関設計として「指名委員会等
設置会社」を採用し、執行役を兼務する取締役を最小限とした
上で、非業務執行取締役（独立社外取締役と執行役を兼務しな
い取締役）を中心とする体制を構築し、経営における監督と執行
の明確な分離の実現を図っています。

2021年 12月期の主な取り組み
　2021年 12月期は、昨年に引き続き取締役会としてコロナ禍
による事業環境の変化、不確実性の高まりを注視しながら、長
期ビジョン及び中期経営計画の2年目として、計画に掲げた施

策の進捗モニタリングを行いました。当社の中長期の重要な経
営課題に対する認識が一層高まり、より実効性のある議論を行
うことができました。

2021年 12月期に取締役会で議論された主な事項
• 長期ビジョン及び中期経営計画の進捗モニタリングとフォローアップ
• 年度経営計画、各事業部門の成果KPI・非財務目標（KPI）の設定
• 各事業における経営計画の進捗モニタリングとフォローアップ
• 中長期の財務戦略

• 取締役会の実効性評価及びそのフォローアップ
　（取締役の役割・資質要件等の議論及び基本方針における明確化）
• 改訂コーポレートガバナンス・コードへの対応
　（サステナビリティ対応など中長期のガバナンス課題の議論　など）

コーポレート・ガバナンス体制（2022年3月29日現在）

監督

業務執行
経営会議

経営監査部

監査部

監査委員会室

取締役会

議長

社外

社内（非業務執行）

社内（執行役兼務）

経営企画部

取締役会支援組織

コーポレート・ガバナンス強化の取り組み
　当社は、2000年前後より「取締役会を頂点とする統治の仕組み」の必要性かつ重要性を改めて認識し、グローバル企業としての
社会的責任を果たしながら持続的に成長していくため、ガバナンス体制を段階的に整備してきました。今後も、取締役会の機能を最
大限に発揮するために、当社にとって理想のコーポレート・ガバナンスを追求し、その充実に向けて、適宜見直しを行っていきます。

社外取締役会議

リスクマネジメントパネル

サステナビリティ委員会

ディスクロージャー委員会

経営計画委員会

業務執行会議体

独立社外取締役 社内取締役（非業務執行） 社内取締役（執行役兼務） 執行役

代表執行役社長

指名委員会
　　　  委員長

監査委員会
　　　  委員長

報酬委員会
　　　  委員長

 執行役

議長
（筆頭社外取締役）

さらなる
透明性・公正性の確保

仕組み化を進め、
より実効性を向上

•  独立社外取締役が取締
役会議長に就任

•  業務執行を兼務する取
締役を代表執行役社長
1名に減員

ガバナンス改革を開始 •  指名委員会等設置会社へ
移行

•  取締役会の実効性評価を
毎年実施

•  報酬制度改定

ガバナンスへの
取り組みに着手

•  独立社外取締役を招聘
•  任意の指名・報酬委員会
を設置

•  報酬制度改定
•  執行役員制を導入
•  定款上の取締役員数を 
削減

2002年4月～2007年3月 2007年4月～2015年3月 2015年4月～2018年 12月 2019年 1月～

統治体制

　機関設計 監査役会設置会社 監査役会設置会社 15年6月： 指名委員会等設置会社 
へ移行

　委員会 08年8月： 任意の指名・報酬諮問委員
会を設置

09年2月： 指名：社内2名、社外2名 
報酬：社内2名、社外2名

15年6月： 法定の指名・報酬・ 
監査委員会を設置

17年6月： 指名：社外2名、社内 1名 
報酬：社外3名 
監査：社外3名、社内2名

21年3月： 指名：社外2名、社内1名 
 報酬：社外3名 
監査： 社外2名、社内1名

*  委員会の委員長は全て独立社外取締役

取締役会議長 社長が兼務 13年6月：非業務執行の会長 19年3月：社外取締役

監督と執行の分離 02年5月：執行役員制を導入
02年6月： 定款上の取締役員数 

35名→20名
05年6月： 定款上の取締役員数 

20名→ 12名

15年6月： 取締役会規則を改定し、 
執行組織における業務執行
権限を拡大

19年3月： 業務執行を兼務する 
取締役数 
3名→ 1名

取締役会の人数（名）

　取締役 02年6月：20 05年6月：12 08年6月：12 11年6月：12 15年6月：14 17年6月：13 19年3月：11 20年3月：10

　社外取締役
　（うち女性取締役）

08年6月：  2 11年6月：  4 15年6月：  7 17年6月：  7
　　　　（2）　　　　　　（1）

20年3月：  7 21年3月：  7
　　　　　（2） 　　　　　　（3）

　社外監査役 01年6月：2 07年6月：3

役員指名 02年6月： 取締役の任期を2年から 
1年に短縮

08年3月： 社外取締役独立性基準 
制定 
役員指名に関する基本 
方針制定 
取締役・執行役員の在任 
上限を設定

19年 10月： 取締役の取締役会出席
率・兼任社数に関する
基準を制定

役員報酬 09年5月： 役員報酬基本方針を制定 
役員退職慰労金制度を廃止 
株式報酬型ストックオプション
を導入

18年3月： ストックオプション制度を廃止 
譲渡制限付株式報酬制度、
業績連動型株式報酬制度を
導入

22年4月：ESG指標を導入

相談役 15年6月： 定款から相談役設置の規程
を削除

取締役会の実効性評価 16年6月：実効性評価を開始
17年6月： 実効性評価に個別 

インタビューを追加

コーポレート・ガバナンスに
関する基本方針

15年 11月：制定
18年 11月： 改定（社長不再任 

規程追加など）

21年 1月：改訂（取締役は過半数を
独立社外取締役、三委員
会の委員長は原則独立
社外取締役）

21年9月：取締役に求める役割・資
質要件を属性や役職ごと
に明確化

コーポレート・ガバナンス体制の変遷

価値創造の基盤
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取締役会の実効性評価
　当社は、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させるため
に、取締役会がどのように貢献しているかを検証し、課題を抽
出し、改善を図る目的で、指名委員会等設置会社への移行を機
に、2016年3月期より取締役会自身が取締役会全体（指名・報
酬・監査の各委員会を含む）の実効性評価を毎年実施し、その
結果の概要を開示しています。毎年の評価では、前期に課題と
して認識された事項の改善状況の検証を行い、その結果を踏
まえて次の課題を抽出しており、連続性のあるガバナンス改革
のPDCAサイクルを回しています。

2021 年 12月期の実効性評価について
　2021年 12月期の実効性評価は、社会状況の変化、当社を取
り巻く課題対応という観点から新たな項目を追加するととも
に、サステナビリティの重要事項に対する取締役会の監督に関
する項目及び2021年9月に改定したコーポレート・ガバナンス
基本方針に対する評価の項目を追加しました。また、毎年のベ
ンチマーキング分析*に加えて、2021年 12月期は、サステナビリ
ティを重視する経営を行う企業として評価の高い企業、取締役
会関連について開示が良い企業及び事業と関連性がある企業
の中から4社を選択の上、各社における取締役会に関する開示
資料を基にしたベンチマーキングを行い、当社取締役会におけ
るサステナビリティ対応の向上に向けた施策の参考にしました。
*  当社はコーポレート・ガバナンス体制に関する自己点検を目的として、毎年、国内外のガバナ
ンス基準・ガイドライン等との比較を行っています。

分析・評価のプロセス
　独立性を持った第三者の協力を得て、全取締役を対象に、質
問票の配付及びその回答結果を踏まえた個別インタビューを
実施しました。それらの結果とベンチマーキング分析の結果を
全取締役に共有し、取締役会において集中討議を行いました。
併せて、実効性評価の結果を踏まえて、議長を除く全取締役に
よる議長に対する評価*を行い、次年度の議長の継続の是非に
関しての審議を行いました。
*  2019年3月から社外取締役が取締役会議長を務める体制になり、取締役会における議長の
重要性に鑑み、議長に対する評価を毎年行っています。

質問票・個別インタビューの内容
　取締役会・委員会の実効性に関わる重要な事項について質
問票により全体的な傾向を確認し、特に重要な点を個別インタ
ビューで掘り下げています。

質問票の主な項目
• 取締役会の役割・機能
• 取締役会の規模・構成
• 取締役会の運営状況
• 三委員会の構成と役割

• 三委員会の運営状況
• 社外取締役に対する支援体制
• 投資家・株主との関係
• 自己評価

個別インタビューの主な項目
•  事業・経営に対する評価（事業構造の変革と収益性の向上、

 新規事業・研究開発）
•  コーポレート機能の強化
•  人材育成・ダイバーシティの促進
•  取締役会・委員会に対する評価（コーポレート・ガバナンスに関す
る基本方針、社外取締役の構成とサクセッションプラン、サステナ
ビリティに関する議論、資料・執行によるプレゼンテーション）

分析・評価結果の概要
　取締役会として、調査によって得られた結果を基に議論を重
ねた結果、取締役会及び委員会において重要な課題に対する
十分な議論が行われ、適切に運営されていること、事業及び社
内体制の変革に向けた執行及び取締役会の取り組みの成果が
企業価値の向上につながりつつあること、昨年の課題として挙
げられた事項については取り組みが進んでいることが確認され
たことから、当社取締役会の実効性は十分に確保できていると
評価しました。特に、コーポレート・ガバナンス基本方針が取締
役会での十分な議論を経て改定されたことにより、取締役会及
び各取締役が常に能力を高め実効性を発揮する上で、今後の
重要な指針になると高く評価されていることが確認されました。

今後の対応
　取締役会は、これまで進めてきた改革の継続とあわせて、以
下の各項目について今後継続的に取締役会等で議論し、取締
役会の実効性をさらに高めていくことを確認しました。

•  今後とも中長期的な重要課題を選択し、十分な議論を行う機会
を設け、執行が適切な判断のもと、その実行のスピードを速める
ことができるように後押しを続ける。その結果について定期的な
検証・評価・フォローアップを継続していく。

•  コーポレート・ガバナンス基本方針を基軸にして、取締役個人に
よる自己評価、相互評価、トレーニングの状況を確認・検証する
とともに、取締役候補者指名時の基準としても活用していく。

•  執行幹部における多様性について中長期的な観点からその人
材配置、人材育成、社内体制の状況について、適宜確認・検証
を行っていく。また、取締役会の構成及び社外取締役のサクセッ
ションプランについて指名委員会での議論を踏まえつつ、取締役
会としてその内容を共有していく。

•  ベンチマーキング分析から得られた、取締役会において議論すべ
きサステナビリティの重要事項を整理し、それらの対応について
さらなる具体化と推進に向けた議論を行う。

指名委員会

委員数 3名（社外2名 　社内 1名  ）
委員長の選任理由 企業経営全般に豊富な経験を有するとともに経営企画等にも精通、また

上場企業での社外役員経験が豊富であり、様々な業界における広範な知
識を活かして指名委員会の委員長として経営人材の選定や候補者人材の
育成にリーダーシップを発揮していただくため。

2021年 12月期開催回数 14回

澤部 肇
独立社外取締役 筆頭社外取締役 指名委員会委員長

　指名委員会は、株主総会に提案する取締役の選任及び解任
に関する議案の決定、取締役会議長や各委員会委員の選定及
び解職、執行役の選任及び解任に関する取締役会への提言、
役付取締役・役付執行役（取締役会長、執行役社長）の選定及
び解職に関する取締役会への提言を行うとともに、代表執行役
社長の承継プランの策定を役割としています。

代表執行役社長の承継プラン
　当社では、社長承継プランの策定・実行を指名委員会の最
重要テーマの一つとしています。当社の承継プランの特徴は大
きく二つあります。一つは、現社長をメンバーに含まない指名
委員会が主導していること、もう一つは次の社長選定に際して
は、指名委員会が執行側とタッグを組み、「人材育成」と「社
長の選定」に時間をかけて計画的に進めていることです。当社
の指名委員会は非業務執行取締役3名で構成され、2名の社
外取締役と会長がメンバーとなっています。これにより、客観的
な視点で最適な選定が行われるものと考えています。また、当
社では「経営トップ（社長や会長）は長期に留任せず、一定の期
間で交代すべき」という方針を定めています。社長の任期上限は
6年としており、2019年3月に就任した現社長を選任した際は
3年前から社長候補者の育成と評価・絞り込みを行いました。

育成と選定のプロセス
　次の社長選任に向けて指名委員会は6年間の社長承継プラ
ンを新たに作成し、それに基づいた育成と選定プロセスの研修
を2019年からスタートさせています。
　承継プランは“磨けば光る原石”探しからスタートします。そ
の原石である人材を対象に、経営者に求められる人間力を強
化する育成プログラムを実施します。プログラム（次世代経営者
育成プログラム）には国内外の経営者との対話や、社外の専門
家のコーチングによる自省的思考の促進などが含まれ、経営者
になる覚悟を醸成するとともに、資質の向上を図ります。併せ
て、次のステップに進む人材を選抜します。
　次のステップは、事業における具体的な課題解決への挑戦で
す（経営課題解決プログラム）。対象者は違う部門へ異動するな
どして自身の今までの経験や所掌を超え、実際の経営課題の解
決に取り組み、様々な経験を積みます。
　そこで鍛えられた人材をさらに絞り込み、最終候補者を選定
します。最終候補者には、エグゼクティブコーチングのプロがメ
ンタリティや考え方も含めてコーチングを行い、行動変容を求
めます。コーチングをしながら候補者の評価も行われ、指名委
員会に報告されます。

選定 選定

選定選定

選定

コーチング・
選定

6年間の育成・選定プロセス

1年目 2年目 3年目 4年目 5～6年目

次世代経営者育成
プログラム

経営課題解決
プログラム

経営課題解決
プログラム

次世代経営者育成
プログラム

社長決定

* 人数はイメージです。

原石探し① *

原石探し② *

価値創造の基盤
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　報酬委員会は、取締役及び執行役の個人別の報酬等に関す
る方針や内容を決定するとともに、関係会社を含む役員報酬体
系に係る取締役会への提言などを役割としています。

短期業績連動報酬（STI）におけるESG指標の導入
　報酬委員会では、事業活動を通じて持続可能な社会に向け
た高度なESG経営を実践するため、ESGに関する目標の達成を
報酬決定に反映して役員に強く動機づけることが適切であると
考え、グローバルな役員報酬に関する外部専門家の意見も参
考に議論を重ね、2022年 12月期よりESG指標を導入すること
を決定しました。
　評価項目は、“E”（環境）：CDP（Carbon Disclosure Project）*1、及
び“S”（社会）：GES（グローバルエンゲージメントサーベイ）*2とし、
導入割合は短期業績連動報酬の評価指標の10%としました。

　なお、具体的な評価指標については今後も継続的に見直し
てまいります。

*1.  CDPは国際NGOで、機関投資家が連携し、企業に対して気候変動への戦略や
具体的な温室効果ガスの排出量に関する開示を求めるプロジェクトである。
CDP参加企業（当社含む約9,600社）の時価総額は、全世界の時価総額の
50％以上を占める。

*2.  GESは、2019年より国内外グループ会社従業員を対象に、中長期的に目指す
ありたい姿の達成に向け会社や職場におけるエンゲージメントの現状につい
て調査をしているもの。

STIにおける評価指標について
評価指標 評価ウェイト

業績指標
連結投下資本利益率（ROIC）

45％連結営業利益
S&S売上収益

MBO 担当事業毎のKPIに基づき設定 45％

ESG指標
“E”（環境）：CDP（Carbon Disclosure Project）

10％
“S”（社会）：GES（グローバルエンゲージメトサーベイ）

　社長の人材要件は、胆力といった経営者に求められる基本
的な要件に加え、その時々の経営の状況によって都度設定する
要件があります。それらの要件との適合性に加え、コーチング
の前後でどれだけ伸びたかといった柔軟性や伸びしろなども踏
まえて、最終的に指名委員会が社長となる人物を選定します。
　2021年は、6年間の社長承継プランの3年目として、2回目
の次世代経営者育成プログラムを行い、“磨けば光る原石”で
ある人材を改めて選出しました。これにより次の経営を担う人
材を継続的に補強し、経営層の底上げにもつなげていきます。

コーポレート・ガバナンスに関する基本方針の改定と役割の明確化
　2021年、「コーポレート・ガバナンスに関する基本方針」を
改定し、当社が取締役に求める役割や資質要件を、属性、ポジ
ションの別を含めて明確化しました。これは、今後の取締役会・
委員会・取締役個人の活動の重要な指針として極めて重要な
意味を持ちます。指名委員会は取締役会全体、各委員会及び
各取締役の実効性評価及び取締役会議長の評価の結果も踏
まえ、取締役会の実効性向上に資する取締役の要件に応じた
候補者の人選を行い、取締役会への提言を行います。これによ
り、取締役会全体の実効性のさらなる向上を図っていきます。

 2.  取締役を兼務する代表執行役社長に支給された報酬等については、執行役の欄に記載しています。
 3.  執行役の報酬等の額には、子会社の役員を兼務している執行役が子会社から受け取った報酬額223百万円（基本報酬91百万円、短期業績連動報酬55百万円、

業績連動型株式報酬35百万円、その他40百万円）を含めた総額を記載しています。
 4.  執行役の短期業績連動報酬は、全社業績又は事業業績に加え、個人別の目標を設定し、その達成度合いを評価して、報酬委員会での審議を経て、個別の額を

決定しています。
 5.  短期業績連動報酬は、2021年12月31日在任の執行役に対して、当事業年度を対象期間とした短期業績連動報酬（2022年3月支給予定）の総額を記載しています。
 6.  譲渡制限付株式報酬は、当事業年度に付与した譲渡制限付株式報酬のほか、過年度に付与した譲渡制限付株式報酬のうち当事業年度に費用計上すべき金額

を記載しています。
 7.  業績連動型株式報酬は、2023年5月支給予定の業績連動型株式報酬のうち当事業年度に費用計上すべき金額を記載しています。当事業年度の金額算定にお

いては、直近の当社株価及び中期経営計画E-Plan2022の最終年度である2022年12月期の経営計画における連結投下資本利益率（ROIC）の予想値を用いてお
り、且つ前事業年度計上額との差分も加算計上しています。

   8.  その他は、マイケル・ローダイ氏が子会社より2023年に支給を受ける予定の業績連動型現金報酬のうち当事業年度に費用計上すべき34百万円及び当該事業
年度に支給を受けた年金拠出金5百万円の総額を記載しています。

報酬等の総額が 1億円以上である役員の報酬等の種類別の額

氏名 会社区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）

基本報酬 短期業績連動
報酬

譲渡制限付 
株式報酬

業績連動型 
株式報酬 その他

代表執行役社長 
浅見 正男 当社 200 54 46 16 84 —

執行役 
野路 伸治 当社 101 31 21 7 40 —

執行役 
戸川 哲二 当社 106 31 27 7 40 —

執行役
マイケル・ローダイ

当社 31 — 21 — 10 —

エリオットグループ
ホールディングス株式会社 155 62 37 — 15 40

（注） 1.  短期業績連動報酬は、当事業年度を対象期間とした短期業績連動報酬（2022年3月支給予定）の総額を記載しています。
 2.  譲渡制限付株式報酬は、当事業年度に付与した譲渡制限付株式報酬のほか、過年度に付与した譲渡制限付株式報酬のうち当事業年度に費用計上すべき金額

を記載しています。
 3.  業績連動型株式報酬は、2023年5月支給予定の業績連動型株式報酬のうち当事業年度に費用計上すべき金額を記載しています。当事業年度の金額算定にお

いては、直近の当社株価及び中期経営計画E-Plan2022の最終年度である2022年 12月期の経営計画における連結投下資本利益率（ROIC）の予想値を用いて
おり、且つ前事業年度計上額との差分も加算計上しています。

 4.  その他は、マイケル・ローダイ氏が2023年に支給を受ける予定の業績連動型現金報酬のうち当事業年度に費用計上すべき34百万円及び当該事業年度に支給
を受けた年金拠出金5百万円の総額を記載しています。

非業績連動 100%

非業績連動 59.1% 業績連動 40.9%

非業績連動 59.5% 業績連動 40.5%

非業績連動 60.0% 業績連動 40.0%

非業績連動 100%

� 基本報酬　� 譲渡制限付株式報酬（RS）　� 短期業績連動報酬　� 業績連動型株式報酬（PSU）

社外取締役

執行役
（株式報酬の比率が

0.2 の場合）

執行役
（株式報酬の比率が

0.25 の場合）

代表執行役社長

非業務執行の取締役

 90.9%  9.1%

76.9% 23.1%

45.5% 13.6%  27.3% 13.6%

 47.6%  11.9% 28.6%  11.9%

50.0% 10.0% 30.0% 10.0%

取締役及び執行役の報酬の構成（業績連動報酬に係る目標達成率が 100%の場合）

取締役及び執行役の報酬等の額

役員区分
報酬等の総

額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）

基本報酬 短期業績連動報酬 譲渡制限付株式報酬 業績連動型株式報酬 その他

人数（名） 金額 人数（名） 金額 人数（名） 金額 人数（名） 金額 人数（名） 金額

取締役
（社外取締役を除く） 140 3 98 — — 3 31 2 9 — —

社外取締役 123 8 104 — — 8 19 — — — —
執行役 1,310         15     415       14 332       14  80       15 442       1 40
合計 1,574         26     618       14 332       25 131       17 451 1 40
（注） 1.  上記には、2021年 12月31日現在の取締役及び執行役に対して当事業年度の在任期間に応じて支給された報酬等並びに、2021年3月26日開催の第 156期定

時株主総会終結の時をもって退任した取締役2名及び同日開催の取締役会終結の時をもって退任した執行役 1名に対して2021年 1月から退任時までに支給さ
れた報酬等の額を記載しています。

報酬委員会

委員数 3名（社外取締役3名  ）
委員長の選任理由 弁護士として労働関連法規を中心とした企業法務に精通しているとともに、上

場企業における社外役員経験を有しています。それらの豊富な経験と高い見
識・専門性を活かし、報酬委員会委員長として当社の取締役及び執行役の報酬
体系見直しや報酬水準の検討においてリーダーシップを発揮していただくため。

2021年 12月期開催回数 9回

藤本 美枝
独立社外取締役 報酬委員会委員長

価値創造の基盤
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　監査委員会は、当社及び当社の子会社の取締役 ·執行役や
従業員などが法的義務及び社内規程を遵守しているかについ
て監査するとともに、長期ビジョン「E-Vision2030」及び中期
経営計画「E-Plan2022」といった取締役会の定めた経営の基
本方針及び中長期の経営計画などに従い、執行役等が健全、
公正妥当かつ効率的に業務を執行しているかを監視し検証し
ています。

監査委員会を支える体制
　監査委員会が業務執行からの独立性を高めるとともに、グ
ループ全体の監査の実効性を確保するためにモニタリング中
心の監査体制を目指しています。具体的には、監査委員会の委
員長を独立社外取締役とした上で監査委員を社外監査委員2

名、社内常勤監査委員 1名として独立性を確保しています。また

監査の実効性を担保する監査体制確立の一環として監査委員
会管下の実査組織を2021年 12月期より増強し、内部監査部
門・関係会社監査役との連携強化を図っています。
（１）監査委員会管下の実査組織の増強及び内部監査部門との

連携強化のため、監査委員会管下に監査部を設置し、内
部監査部門の部門長及び部員を監査部の兼務（8名）とし
ています。

（２）監査委員会とグループ会社監査役とのより緊密な連携を図
るため、主要関係会社（株式会社荏原エリオット、荏原環境
プラント株式会社及び水 ing株式会社）の常勤監査役を監
査委員会管下の兼務（3名）としています。

（３）企業集団の内部統制を監視・監督することの重要性から、
関係会社監査役候補者については、監査委員会の同意を
得た上で決定をするものとしています。

サステナビリティ推進体制
　取締役会は、当社グループが高度なESG経営を実践し、
SDGsをはじめとする社会課題の解決に事業を通じて持続的に
貢献し、社会・環境価値と経済価値を同時に向上させていくこ
とで企業価値を向上させていくことができるよう、長期の事業
環境を見据えた経営方針を策定し、施策の実行状況を監督し
ます。この監督機能を発揮するために、社会、環境並びに当社
グループのサステナビリティに資する活動の対応方針、戦略、目
標及びKPIを審議し、成果の確認及び見直しを行う業務執行会
議体として、サステナビリティ委員会を設置しています。非業務

執行の取締役のサステナビリティ委員会への陪席を推奨すると
ともに、サステナビリティ委員会の審議状況は取締役会に報告
され、執行側の対応の具体化と推進に向けた議論を行い、その
結果をサステナビリティ委員会にフィードバックする体制として
います。
　取締役会として、特に“環境”と“社会”について監督の状況
をさらに高めていく必要があるという課題感の下、2022年より
ESG議題を定期的に（半年に1回）議論し、サステナビリティ経
営を加速させていきます。

業務執行体制
　執行役は取締役会決議により選任され、長期ビジョン
「E-Vision2030」及び中期経営計画「E-Plan2022」といった取
締役会の定める経営の基本方針及び中長期の経営計画などに
沿って、取締役会から委任された業務執行を決定する役割及び

業務を執行する役割を担っています。現在の執行役は男性 15

名で構成されていますが、ダイバーシティ推進の観点から、将来
的には女性執行役の登用も視野に入れて検討しています。

監査委員会

委員数 3名（社外2名 　社内 1名  ）
委員長の選任理由 国際金融分野における深い造詣と財務に関する豊富な知識を有しており、長

きにわたり上場企業のトップとして経営に携わってきた経験と企業経営全般の
高い見識を活かし、監査委員会の委員長として当社の経営の監督に反映する
とともに、監査委員会の活動にリーダーシップを発揮していただくため。

2021年 12月期開催回数 20回

橋本 正博
独立社外取締役 監査委員会委員長

監査委員会の活動状況

経営執行責任者との対話 代表執行役社長、カンパニー責任者、その他の執行役、統括部長等と定期的及び随時に会合を開催し、経営計
画の進捗状況、リスク管理の状況等に関し情報交換・意見交換を行っています。

重要会議への出席等 監査の有効性・効率性の向上のため、経営会議、サステナビリティ委員会、リスクマネジメントパネル等の重要会
議に出席し、迅速かつ的確に情報を把握するとともに、必要に応じて執行部門への助言等を行っています。

往査 国内外の事業所、営業拠点、子会社等を対象に往査を実施するとともに内部監査部門が実施する内部監査に必
要に応じて立ち会うなど、当社及び企業集団における内部統制システムが有効に機能していることを確認してい
ます。2021年12月期については新型コロナウイルスのまん延に伴い、ウェブ会議などのITツールを活用したリモー
ト監査、現地の外部専門家との合同監査を実施しました。

2021年 12月期の
主な検討事項と取り組み

•執行役等の職務執行・法令遵守体制の監査
•会計監査人の評価及び選解任議案並びに監査上の主要な検討事項（KAM）の確認
•会社法、金融商品取引法に係るグループ内部統制の整備及び運用状況監査
•国際財務報告基準（IFRS）の任意適用その他の重要会計事項に係る会計処理の適切性確認
•中期経営計画E-Plan2022の進捗、M&A後の統合プロセス、全社ERP導入計画の実施状況等の確認

三様監査の充実
会計監査人との連携及び会計監査人の評価
・監査委員会は、会計監査人との連携に関し、会計監査人が独
立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施していることを確
認するとともに、会計監査人からその職務の執行状況及び結
果について、適宜報告を受けています。また、会計監査人との
会合を定期的及び随時開催し、情報・意見交換を行い、効率
的な監査を実施しています。
・毎年度実施する会計監査人の再任適否の評価結果に基づき、
会計監査人の適格性、独立性、総合的能力等を勘案し、EY新
日本有限責任監査法人を2022年 12月期の会計監査人とし
て再任する旨の決定を行うとともに、その報酬について検討し
ました。

内部監査部門等との連携
　監査委員会は、内部監査部門及び内部統制、リスク管理、コ
ンプライアンスを担当する部門、グループ会社監査役等と次のよ
うに連携を図っています。
・内部監査部門が策定する内部監査計画に関する意見交換を
含む定期的及び随時の情報交換を行い、必要に応じて執行
部門への助言等を行っています。
・内部統制、リスク管理及びコンプライアンスを担当する部門と
定期的及び随時の情報交換を行い、必要に応じて執行部門
への助言等を行っています。
・子会社監査役を構成員としたグループ監査役連絡会を年2回
開催し、監査委員、内部監査部門及び内部統制、リスク管理、
コンプライアンスを担当する部門、経理財務部門の長が出席
し情報の交換を図るとともに、必要に応じて子会社監査役か
ら事業の報告を受けています。

荏原グループ監査機関の関連図

取締役

荏原製作所

グループ各社

監査

管理 監査監査

監査

連携

連携

連携
グループ監査役連絡会

内部監査部門等

監査役

監査

執行役

連携

情報交換 会計監査

会計監査
連携 評価

会計監査人

監査委員会

価値創造の基盤
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価値創造の基盤

リスクマネジメント

主なリスクとリスクへの対策
　当社グループの事業等に関するリスクについて、長期ビジョン
「E-Vision2030」及び中期経営計画「E-Plan2022」の策定に
あたっては、中長期的な社会情勢や市場環境の変動をシナリ
オプランニングによって分析しています。また、足元の当社グ
ループを取り巻くリスク状況が変化していることに対応して、全
社リスクアセスメントを定期的に実施しています。
　全社リスクアセスメントでは、想定し得るリスク項目を整理し
た中から、当社グループにとっての発生可能性、影響度及び対
策後の残存リスクを分析、事業責任者・部門責任者へのアン
ケートとヒアリングによりリスク対応体制を再評価し、主管部門
を明確にして運用に反映しています。
　併せてリスク対応体制として、重要度に応じ全社的に対応が
必要な場合には代表執行役を本部長とする対策本部を立ち上
げ、全社で迅速に報告・連絡・判断ができるようにしています。
　なお、長期、短期、市場別で整理した主なリスクとその対策
は78ページの通りです。

長期的トレンドとしての変動リスク

項目 リスク内容 当社の対策

地球環境・気候変動 以下のような事象により、事業環境に変化が発生
• 温暖化影響に伴う経済状況の変化
• 台風、山火事等の自然災害激甚化

•  長期的・多様なシナリオ分析に基づくリスクと機会
の予測と対策を実施

• 災害時の事業継続計画の準備・訓練

グローバル化の急速な進展 •  海外での取引や拠点管理における知見やマネジ
メントの不足により、想定外の損失や風評被害が
起こる可能性

• グループガバナンス・内部統制の徹底
• グローバルでの人材育成

日本国内の労働人口減少 •  製造業全般の後継人材の不足・サプライチェーン
リスク

•  当社内において技術やノウハウが継受されずに
不具合を発生させるリスク

•  グローバルでの人材確保・サプライチェーン最適化
• 属人化しない組織的な形式知化の推進

情報セキュリティ •  外部からのサイバー攻撃、自社や委託先での人為
的過失、自然災害やインフラ障害など不測の事態
により、重要な業務やサービスの停止、機密情
報・個人情報の漏洩、重要データの破壊・改ざん
が発生する可能性

•  グループ内における情報セキュリティ管理体制の構築
•  情報セキュリティに関する各種規程の制定・運用、
社員教育・訓練の実施

•  ソフトウェアや機器でのセキュリティ対策

基本的な考え方
　荏原グループの健全な存続と発展を阻むあらゆるリスクを最
小化するために、従来型の「発現した個別リスクへの対応」を
中心とした活動から、リスクを体系的に把握・評価し、最小化す
るための対応策を講じるとともに、継続的にその改善を図る活
動に重点を移し、そのための体制を構築しています。

リスクマネジメント体制図

取締役会

リスクマネジメントパネル
議長：代表執行役社長
メンバー：全執行役

専門部会
BCM（事業継続マネジメント）部会

情報セキュリティ部会

カンパニー
リスクマネジメント委員会

各子会社

荏原グループのリスク
マネジメントを統括
し、総合的に審議する
とともに、改善指導・
支援を行う機関。

リスク管理情報、リス
クマネジメントパネル
の審議結果を取締役
会に報告。

個別の営業案件リス
ク・投融資損失リスク
への対応、リスクマネ
ジメント活動の展開を
行う。

 https://www.ebara.co.jp/sustainability/governance/information/risk-management.html

参照　リスクマネジメントの基本方針

サイバーセキュリティ強化
　当社海外グループ会社において、2021年にランサムウェア*

の攻撃を受けました。被害拡大防止策及び復旧施策を実施
し、お客様や社外の皆様への影響は限定的なものでしたが、
当社グループでは、こうした事態の再発を防ぐためにグローバ
ルでの対応を進め、セキュリティレベルの見直し、セキュリティ
ツールの拡大導入と強化、セキュリティ対応チームの強化（タイ
ムゾーンごとの対応強化）などの諸施策を実行し、ISO27001に
準拠したレベルの体制整備に継続的に取り組んでいます。今
後もサイバー攻撃の増加・手口の高度化がさらに進むと思わ
れる中、お客様への価値提供を止めない体制の確立に努めて
います。
*  ランサムウェア：感染したPCを操作不能にしたり、ファイルを暗号化したりすることによって使用不
能にした後、元に戻すことと引き換えに「身代金」を要求する不正プログラム。

新型コロナウイルスへの対策
　社長を本部長とする新型コロナウイルス感染対策本部を設置
し、当社グループの感染状況を確認しながら、可能な限りのリ
モートワークの導入などウィズコロナ期間における新しい働き
方を実践しています。各拠点では各国政府・地域の方針に準じ
て感染拡大防止に努めるとともに、職域でのワクチン接種に参
加するなど、社会や産業に製品・サービスを提供する企業とし
て、お客様の事業や生活への影響を最小限に抑えるべく事業活
動を継続しています。

ウクライナ情勢の影響と対策
　ウクライナ情勢を受けて、社長を本部長とする対策本部を設
置し、情報共有と課題検討の体制を整えました。当社グループ
としては、日本政府の対応方針を遵守し、米国およびEUの制裁
にも注目しながら、当社事業に係る影響を最小化すべく進めて
います。当社事業の当該地域に対する売上比率は相対的に小
さいため影響は軽微と見込んでいますが、業績に大きな影響が
見込まれる場合には、速やかに開示していきます。

個人情報保護への対応
　個人情報保護に対する世界的な規制が強化される中、各国
法改正をキャッチアップして対応をしています。

短期的なボラタイルリスク

項目 リスク内容 当社の対策

政治的要因 •  米中貿易摩擦の激化、中東の紛争、ウクライナ情勢
等による景況や貿易への影響により事業活動上の
想定外の制約や費用が発生

•  リスクに鑑みたグローバルでのサプライチェーン・
バリューチェーン構築

突発的な自然災害の発生や
感染症の拡大

以下の発生により、従業員等の人命被害や事業継
続・収益に支障をきたすリスク
• 地震、火山噴火等の発生
• 感染症の爆発的拡大

•  グローバルネットワークを活用した事業継続計画の
事前想定・準備

• 効率的かつ柔軟な働き方の促進
•  （感染症は）産業医と連携した感染予防・拡大防止
策の実施

為替変動 •  為替レートの変動による業績への影響 •  為替予約等、適切な為替リスクヘッジの実施

対面市場・当社事業別リスク

項目 リスク内容 当社の対策

石油・ガス市場：
風水力事業
（ポンプ事業・コンプレッサ・
タービン事業）

•  脱炭素社会への移行により、客先の需要動向が変化 •  水素等、次世代エネルギー関連事業の
促進

•  石油価格の変動により、
急激な需要変動が発生

•  景気後退時に受注量や販売価格
が下落し、生産能力の余剰が発生
する等、損益を圧迫

•  景気好転時にはサプライチェーン
起因を含む生産能力不足等が生
じ、シェアを低下させるリスク

•  先行指標の確認等による、高い予測精
度でのリソース管理

•  リードタイム短縮や設計・製造の自動
化等、効率化による損益分岐点の低下

•  S&S事業比率の上昇による安定収益の
確保

半導体市場：
精密・電子事業

•  半導体需要の動向によ
り、客先の投資や稼働が
大きく変動

国内建築設備向け市場：
風水力事業
（ポンプ事業・冷熱事業）

•  国内の人口減少による建築設備需要減による市場縮小に伴う収
益悪化

•  製品開発による差別化、S&S事業への
注力や業務効率化によるコストダウン等
による競争優位性の確保

• グローバル市場へのリソースのシフト
•  継続的なコンプライアンス教育と内部監査
の実施

国内公共事業：
環境プラント事業

•  国内の人口減少による、公共施設の統廃合による受注減少
•  労働市場の縮小による、施設オペレーションの人材不足の懸念
•  官製談合への巻き込まれなどによるコンプライアンス問題の発生

（注）これらは事業活動に伴うリスクの一部です。リスクの内容に応じて、リスクマネジメント体制の各機関が対応しています。
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重点戦略項目と進捗状況
　コンプライアンスを徹底させる観点から、海外グループにお
いては社外通報窓口の増設、国内グループにおいてはコンプラ
イアンス・リエゾン委員制度の強化、国内・海外グループにお

ける荏原グループ・コンプライアンス連絡会の拡充等を推進し
ています。

基本的な考え方
　ステークホルダーから信頼される良き企業市民であるため
に、荏原グループの全従業員が「荏原らしさ」及び行動基準を
共通のアイデンティティと価値観として共有し、法令遵守のみな
らず、社内規程、社会規範、常識・良識を含めて誠実に実践す
ることを基本方針としています。コンプライアンス意識の浸透を
ベースとしたリスク管理指針に基づいて、リスクを予見し未然に
防止する体制の構築と、働きやすく風通しの良い職場環境の整
備に努めています。

重点戦略の取り組み
国内・海外グループにおけるコンプライアンス相談体制の強化
　国内グループにおいては、各グループ会社内にコンプライア
ンス相談窓口を整備し、相談案件の発生場所（当社、グループ
会社）ごとに対応しています。当社及び従業員数が300人を超
えるグループ会社では、改正公益通報者保護法に準拠した内
部公益通報対応体制を整備し、当社取締役・執行役に対する
社外弁護士による研修を含む教育・周知を実施しました。その
他のグループ会社においても、各社の状況を考慮しながら改正
公益通報者保護法に準拠した内部公益通報対応体制整備を
進めていきます。
　また、海外グループにおいては、グループ全体の透明性向
上、各社内部通報制度の補強に寄与し、健全な自立運営をサ
ポートする「海外荏原グループ・ホットライン」の強化を引き続
き進めています。

コンプライアンス相談窓口方針
① 不祥事の未然防止
② 不祥事の早期発見
③ 働きやすい職場づくり
④ 問題点を社内で自主的に改善する力を高める
⑤ 秘密保持と相談者保護の徹底

　相談は、役員、従業員とその家族、当社グループ内で就労し
ている派遣社員、取引先等から広く受け付けています。相談受
付後、社内コンプライアンス部門が調査を行い、調査結果に基
づき適切に処理しています。毎年、運用状況を取締役が陪席す
るサステナビリティ委員会で報告し、適切な監督を受けていま
す。海外荏原グループ・ホットライン経由の相談は、2021年 12

月期は全体の相談件数38件のうち0件、2020年 12月期は44

件のうち1件でした。
　なお、2021年 12月期内の調査完了件数は40件（内訳：職場
環境・トラブル等に関する相談が9件、不適切行為に関する相
談が9件、不正・違反に関する相談が4件、ハラスメントの疑義
がある相談は6件、その他 12件）です。

国内コンプライアンス相談窓口　2021年 12月期運用実績

2021年 12月期　相談件数

新規相談件数 38
前期継続件数 14

2022年 12月期継続調査件数 12
2021年 12月期調査完了件数 40

　今後も様々なリスク情報を可及的速やかに把握し、被害の発
生・拡大防止（特に自浄作用による違法行為の是正）を図るた
めの施策を行っていきます。

海外荏原グループ・ホットラインの拡充
　2021年12月期は、適用会社を20社まで増やしました。今後、
適用エリア拡大と窓口運用の充実を図る予定です。

海外荏原グループ・ホットラインの設置数（累計）

2017/12 2018/12 2019/12 2020/12 2021/12

適用会社数合計 10 15 17 19 20

腐敗防止
海外腐敗防止研修
　腐敗防止プログラムのグループへの展開・運用を定着させる
ため、海外子会社全体を対象に腐敗防止eラーニングを、海外
公務員との接触機会がある等、腐敗リスクを認識すべき対象者
（マネジメントや営業部門、2021年は38社、1,940名）に、実施
しています。3年以上実施し、基礎的な研修としては一巡したた
め、形骸化・マンネリ化を避けるために、グローバルの腐敗防
止としての見直しを腐敗リスクの指標などを参考にしつつ行っ
ていきます。併せて、規程体系の見直しを行い、腐敗防止に関
する各国法制の最新状況をアップデートしていきます。

https://www.ebara.co.jp/sustainability/governance/information/anti-corruption.html

参照　腐敗防止基本方針・腐敗防止プログラム

税務コンプライアンスへの取り組み
　当社グループでは、法令遵守や適正な納税を通じた各国・地
域への貢献及び株主価値の最大化を実現するための基本的な
考え方を「荏原グループ税務方針」で定め、税務コンプライアン
ス向上に努めています。

https://www.ebara.co.jp/sustainability/governance/information/tax.html

参照　荏原グループ税務方針

重点戦略項目 重点施策 進捗

荏原グループの
コンプライアンス徹底
を図るための体制
及び施策の整備

腐敗防止プログラムのグループ展開 •  腐敗リスクの指標等を参考に選定した対象会社38社に腐敗防止eラーニン
グを継続的に実施

• 規程の見直しを行い、各国法制の最新状況をアップデートしていく

海外荏原グループ・ホットラインの
開設

•  社外相談窓口未設置の海外グループ会社に運用を拡大 
（2021年 12月期：20社（新規 1社）） 
中国：10社 
ベトナム：1社 
インドネシア：2社 
タイ：2社 
フィリピン：1社 
ブラジル：1社 
コロンビア：1社 
シンガポール：1社
 メキシコ：1社（新規）

•  2021年 12月期相談実績：0件

グループ全体へのコンプライアンス
意識の徹底

•  荏原グループ・コンプライアンス連絡会（国内グループ会社、中国グループ会
社）をそれぞれ年2回実施し、グループ間での情報発信・共有を強化

• 荏原らしさに関する研修を全従業員に実施
 （国内グループ会社受講率：98.9％、海外グループ会社受講率：95.4%）

荏原グループの
自浄作用の向上及び
リスク低減を図るため
の継続的取り組み

相談案件への早期対応による
不祥事の未然防止、
早期発見・対応

•  2021年 12月期相談実績：38件
•  相談案件が増加傾向等、リスクが高いと判断した部門やカンパニーなどに対
して、研修・教育を実施

職場の身近な相談窓口としての
コンプライアンス・
リエゾン委員制度の強化

•  リエゾン委員 102名（荏原48名、グループ会社54名）の教育
•  リエゾン委員との連携を強化
　1.  相談窓口に入件した相談案件への対応協力 
（2021年 12月期実績：4件）

　2. リエゾン委員主体の相談案件解決推進のための相談対応等各種支援

荏原グループとして
人権と多様性を尊重し
働きやすい職場を
つくるための取り組み

専任部門員、リエゾン委員の
活動を活用した、職場への
人権と多様性尊重の意識の浸透

•  人権方針の策定と人権課題の対応のための体制を整備
•  人権啓発コンテンツをイントラネットに掲載（人権教育、人権週間、人権啓発
標語の募集等）

•  グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン、東京人権啓発企業連絡会
など、社外団体への参画を継続

 https://www.ebara.co.jp/sustainability/think/information/ebara-identity.html

参照　荏原グループ行動基準

 https://www.ebara.co.jp/sustainability/governance/information/compliance.html

参照　コンプライアンス体制

価値創造の基盤

コンプライアンス
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1986年 4月 当社入社
2010年  4月  当社執行役員
2011年  4月   当社精密・電子事業カンパニー営業統括部長
2014年  4月  当社常務執行役員
2015年  6月  当社執行役常務
2016年  4月  当社精密・電子事業カンパニープレジデント
2019年  3月   当社取締役（現在）  

当社代表執行役社長（現在）

1981年 4月 当社入社
2008年 4月 当社執行役員
2008年 10月 当社経営企画統括部長
2010年 4月 当社常務執行役員
2011年 4月  当社風水力機械カンパニー
　　　　　　　海外マーケティング統括
2012年 4月  当社風水力機械カンパニーバイス
　　　　　　　プレジデント 兼 海外事業統括
2012年 6月 当社取締役
2013年 4月 当社風水力機械カンパニー
　　　　　　　プレジデント
2014年 4月 当社専務執行役員
2015年 6月 当社執行役専務
2018年 3月  当社環境事業カンパニー 

プレジデント（現在） 
荏原環境プラント株式会社 
代表取締役社長

2019年 1月 荏原環境プラント株式会社
　　　　　　　代表取締役会長（現在）
2020年 3月 当社執行役（現在）

1987年 4月 当社入社
2015年 4月  当社執行役員 

当社精密・電子事業カンパニー 
技術統括部長（現在）

2017年 4月 当社技術・研究開発統括部長
2019年 3月  当社執行役（現在） 

当社技術・研究開発・知的財産担当
2022年 1月 当社技術・研究開発・知的財産
  統括部長（現在）

1983年 4月 当社入社
2011年 4月 当社執行役員
2017年 4月  当社風水力機械カンパニー企画管理技術統括部長
2018年 3月  当社執行役  

当社風水力機械カンパニー標準ポンプ事業部長（現在）
  荏原機械（中国）有限公司董事長（現在）
2019年 3月 当社執行役常務
2020年 3月 当社執行役（現在）

1986年 4月 当社入社
2013年 4月  当社精密・電子事業カンパニー 

新事業推進統括部長
2014年 4月 当社執行役員
2019年 3月  当社執行役専務 

当社精密・電子事業カンパニー 
プレジデント（現在）

2020年 3月  当社執行役（現在）

1985年 4月 当社入社
2008年 4月  当社風水力機械カンパニーカスタムポンプ事業統括
  グローバルソーシング室長
2011年 4月  当社風水力機械カンパニーカスタムポンプ事業統括
  カスタムポンプ調達統括部長
2013年 4月 当社執行役員
2015年 4月  当社風水力機械カンパニー
  企画管理技術統括中国・東アジア地域統括部副統括部長
  嘉利特荏原ポンプ業有限公司董事長（現在）
2016年 4月  当社風水力機械カンパニー
  企画管理技術統括中国・東アジア地域統括部長
2019年 1月  当社風水力機械カンパニー産業ポンプ事業部長
2019年 10月  当社執行役常務
  当社風水力機械カンパニーカスタムポンプ事業部長（現在）
2020年 1月 荏原機械淄博有限公司 董事長（現在）
2020年 3月 当社執行役（現在）

浅見 正男
代表執行役社長

大井 敦夫 
執行役
環境事業カンパニープレジデント 兼
荏原環境プラント株式会社 代表取締役会長

曽布川 拓司 
執行役
技術・研究開発・知的財産統括部長 兼
精密・電子事業カンパニー 技術統括部長

沖山 喜明
執行役
風水力機械カンパニー 標準ポンプ事業部長 兼 
荏原機械（中国）有限公司 董事長

戸川 哲二 
執行役
精密・電子事業カンパニープレジデント

山田 秀喜
執行役
風水力機械カンパニー カスタムポンプ事業部長 兼 嘉利特荏原ポンプ業有限公司 董事長 
兼 荏原機械淄博有限公司 董事長

1996年 4月 当社入社
2020年 3月  エリオットグループホールディングス株式会社 Vice President
  Elliott Company Vice President
2021年 3月 エリオットグループホールディングス
  株式会社 取締役
2022年 3月  エリオットグループホールディングス株式会社 取締役CEO（現在）
  Elliott Company CEO（現在）
  当社執行役（現在）
  当社風水力機械カンパニーコンプレッサ・タービン事業担当（現在）

宮木 貴延
執行役
風水力機械カンパニー  コンプレッサ・タービン事業担当兼 Elliott Company CEO

1993年 10月 当社入社
2015年 4月 当社ガバナンス推進統括部長
2016年 4月  エリオットグループホールディングス
　　　　　　　株式会社 DVP
　　　　　　　Elliott Company　DVP
2018年 1月  エリオットグループホールディングス

株式会社 VP
　　　　　　　Elliott Company VP
2021年 3月  当社執行役（現在）
　　　　　　　当社経理財務統括部長
2022年 3月  当社グループ経営戦略・
  経理財務統括部長（現在）

1990年 4月 当社入社
2008年 10月  Ebara Pumps Europe S.p.A.　Managing Director
2017年 4月  当社風水力機械カンパニー  

標準ポンプ事業部グローバル営業推進部長
2018年 3月  当社執行役（現在）
  当社グループ経営戦略統括部長
2019年 3月 当社人事統括部長
2020年 1月  当社グループ経営戦略・人事統括部長
2022年 3月  当社風水力機械カンパニープレジデント（現在）
  当社風水力機械カンパニー冷熱事業担当（現在）

1994年 4月 当社入社
2017年 4月  当社人事・法務・総務統括部人材開発部長
2021年 4月  当社風水力機械カンパニーシステム事業部社会システム営業部長
2022年 3月 当社執行役（現在）
  当社風水力機械カンパニーシステム事業部長（現在）

1992年 4月 当社入社
2022年 1月  当社精密・電子事業カンパニー
  コンポーネント事業部長（現在）
2022年 3月  当社執行役（現在）

1997年 4月 当社入社
2020年 1月 当社マーケティング統括部
  マーケティング統括部長
2022年 1月  当社精密・電子事業カンパニー  

装置事業部長（現在）
2022年 3月  当社執行役（現在）

細田 修吾
執行役
グループ経営戦略・経理財務統括部長

永田 修
執行役
風水力機械カンパニープレジデント 兼 冷熱事業担当

太田 晃志
執行役
風水力機械カンパニー システム事業部長

露木 聖一
執行役
精密・電子事業カンパニー コンポーネント事業部長

南部 勇雄
執行役
精密・電子事業カンパニー 装置事業部長

1984年 4月 通商産業省（現 経済産業省）入省
2012年 4月  大臣官房審議官 

（商務情報政策局担当）
2013年 7月 貿易経済協力局貿易管理部長
2014年 9月 当社入社
2018年 1月 当社内部統制・リスク管理統括部長
2018年 3月  当社執行役（現在） 

当社法務・総務・内部統制・リスク
管理統括部長（現在）

中山 亨 
執行役
法務・総務・内部統制・リスク管理統括部長

2014年  4月  株式会社LIXIL CIO執行役員
　　　　　　　IT推進本部長
2015年 12月   株式会社LIXIL 上席執行役員CIO 

兼 情報システム本部長
2018年 7月  株式会社資生堂 グローバル ICT
　　　　　　　副本部長 兼 ICT戦略・
　　　　　　　プラットフォーム部長
2018年 12月 当社入社
2019年 4月 当社情報通信統括部長（現在）
2020年 3月 当社執行役（現在）

小和瀬 浩之 
執行役
情報通信統括部長

1987年 4月 当社入社
2011年 4月 荏原環境プラント株式会社
  計画統括部長
2012年 4月  青島荏原環境設備有限公司総経理
2017年 4月  荏原環境プラント株式会社  

営業本部長
2019年 1月 荏原環境プラント株式会社取締役
2022年 3月  当社執行役（現在）
  当社人事統括部長（現在）

佐藤 誉司
執行役
人事統括部長

価値創造の基盤

執行役
（2022年3月29日現在）
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